

















































































































































































































地 震時 にお ける構造物の震動特性 は,周 辺地盤の動特性 に強 く影響 され るこ とが,こ れ まで
多 くの人に よって指摘 され,同 一地域内 における強震観測が行 なわれ るようにな った結果,土
木構造物 の耐震性 に関係するよ うな周波数領域 では,地 表面近傍 の局所的 な地盤構成 が地 動の
支配的要 因になってい ることが しだいに明 らかにされ て来た。この よ うな地盤 の動特性 を解析
す るために,現 在用 いられ ている方法論は,2つ の要素か ら構成 されている。第1は,地 震基
盤 とよばれ る基盤層 を想定す ることである。この基盤層 に入射す る地震波 は,そ こに至 るまで
の伝播径路 とその間の媒質に依存す るが,震 源距離があま り違わ ない領域では,ほ ぼ一様 な性
質 をもつ と考 えるもので ある。第2は,こ のよ うな基盤層上にある表層地盤 の波動伝達特性 を
表現 す るこ とである。以下本論文では,こ の問題 を主体 とし,表 層地盤 の動特性 に影響 を与 え
る各種 の要因について考察 を加 える。
地盤 を線 形弾性体 と考 えれば,地 盤内 を伝播す る地震波動は弾性 波動 として伝播す るので,
従来 か ら動的線形弾性 理論 に基づいた研究が行 なわれ多 くの有益 な結果 が得 られ ている。無 限
に広 がる均 質な弾性体 中 を速度 の異 なる2種 類の波動 が伝わるこ とを最初 に示 したのはS.D.
Poissonであ って,こ れ はよ く知 られているよ うにP波 とS波 で あった。 この波動 の伝播速度
がラーメの定数 λ,μを用 いて,各 々V〆て師 とV;PtEi7i6/p一で表 わ され るこ とを証 明 した
のはG.G.Stokesであ ると言 われ てい る。 また地表や地層面などの境界面がある場合 に,境
界面 に沿 って表面波が構成 され るこ とがあ るが,表 面波 に関す る初期 の研究 としてはA・E・H.
Loveや1.・Reyleighが行 なったラブ波や レー レー波 に関す るものが著名 である')また弾性波
が境界面 に入射す ると波動 の反射や屈折が起 るが,平 面 で画 され た2つ の半無限弾性体の境界
にお けるこの種の問題 を最初 に取 り扱 ったのはC.G.Knottである と言 われて いる3)これ らの
研究 はいずれ も20世紀 の初期 まで に行 なわれた もので あ り,そ の後 の弾性学 の発展 とともに,
種 々の境界条件 を有する弾性体内の波動 問題 が,W.M.Ewing,H.Jefferys,F.Press,B.
Gutenberg,妹沢 金 井 らに よって解 かれ てきた3)特に水 平 な成層構成 をもつ と考 えられ る地
表面近 くの地盤 を対象 とする場合には重複反射理論に よって,そ の震動特性 を解明する手法が
金井4)やN.A.Haskel15'6)によって発展 させ られ,等 方弾性体か らなる成層地盤内 を伝播す る
実体波や表面波の性質 はかな り明 らかにされて きてい る。
また,地 盤 を構成 してい る土 は普通固体 と流体 の2相 からな ってい る と考 え られ るか ら,土
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7,8)を流体
で飽和 された線形弾性体 と考 え,こ のよ うな物体 中を伝播 する実体波 についての研究
や,こ の ような物体 か らな る地盤 内を伝播す る平面波の反射や屈折 を取 り扱 った研究 や表面波
につ いての研究9～12)なども行なわれ るよ うにな ったが,こ れ らはいずれ も線形波動論 を適用 し
たものであった。
地盤 を構成 している土の力学的性 質を支配す る要 因は間げき比,拘 束圧,飽 和度,せ ん断速
度 な ど数多 くあるが,特 にその動特性 は発生するひずみの大きさに よって大 き く異 なって くる。
ひずみが10'5・…10'4程度 以下 であれ ば,土 はほぼ弾性 的性質 を示 し動的性 質はヤ ング率 とボ
ア ソン比 を測定す ることによって決定 され る。ひずみがこれ以上の大 きさになる と土 は動的 な
履歴特性 を示す ようにな り,数%の 大 きさになると,土 はもはや原形 をとどめるこ とがで きな
くな り破壊 を生ずるよ うになる。現在の ところ,こ の よ うなひずみ レベルの全領域 にわたって
使用 できるような構成 関係 は提 案 され ていないか ら,波 動が伝播す る時に発生 す る地盤 内ひず
みに対応 して構成関係 を選択 しなければ ならない。 いずれに して も,地 盤 内 に発 生す るひずみ
が10-3以上に な ると言 われる強震時の震動解析 を行な う場合 には,土 は非線形特性 を有 した
物体 と考 えていかなければな らないか ら,地 盤内 を伝播す る波動 を表現す るための支配方程式
は必然的 に非線形 とな り,支 配 方程式 を線形 化す るこ とによ って見 逃 されて いる2次 的効果
の影響 をも考慮できるよ うな解析手 法の開発 がな され なければな らない。
一方,こ の十数年の間 に連続体の場 の方程式 を統一的に記述 するための努 力がな され13!構
成関係 を含 めた非線形場 の方程式の性質がかなり明 らかに され てきたので,14)この よ うな 場 の
波動解 を求 めよ うとす る研究 も行 なわれ るよ うになった。非線形弾性体 中 を伝播す る単純波 と
衝撃波についてのD.R.Blandの研究,15)弾性体や粘弾性体 中 を伝播す る不連続面についての最
近の成果 をま とめたP・J・Chenの著 書ユ6)などが著名 で あるが,系 を支 配す る方程式は非線形
偏微分方程式になるため・解 の性状 を明 らかにす るには著 しい数学的 困難 が ともなって くる。
このため,非 線形波動問題においては,線 形波動理論 のよ うに良 くま とまった統一的な解析手
法は完成 され ていず・場の方程式 が性 質の良 くわか っている非線形方程式系へ変換でき る場合
にのみ解析が可能であ り・問題 によって解析方法 がかな り異 なっているのが現状 で ある。例 え
ば・単繊 の解析 はP・D・L・x17'・b・'与えた半線形双 曲形偏微分方程式の解の性 質 を利用す る も
のであ り・加速度 波 と言われ る2次 の オーダーの不連続 面の伝播 問題 は,場 の方程式 系がベ ル
ヌーイ形 の非線形 常微 分方程式 に変換 できる場合 にのみ解析 が可能 になる と言 った具合で ある。
また・ これ らの研究 はすべて無 限に広がる連続体 中の単調な波動問題 を取 り扱 った ものであ り
,
地盤の ような各種 の境界面 を含 んでいる物体 中 を反射や屈折 を繰 り返 しなが ら伝播す る周期性
の波動の表現形式 として用 いるこ とのできる解 はまだ明 らかにされていない。
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以上述 べて きたよ うに,非 線形波動の解析 的表現 に関 しては未解決の問題 が多 いわけである
が,電 子計算機 の発達 にともなって,非 線形波動問題 のシ ミュ レーションが可能 にな り.連続
体 を何 らかの方法で有 限振動系 に置 き換 えるこ とができれば,そ の動特性の推定はかな り精密
に行 なえるようにな った。特 に,近 年 の有限要素法に よる解析手法の発達 によ り物質の非線形
的性質,不 均質性,不 連続性な どを考慮 に入れた解析 も可能になって きている。 しか しなが ら,
この手法は対象 とす る系 の境界 が閉 じた,い わゆる有 限領域の問題 において は厳密解 にい くら
で も近似す ることができるが,地 盤の ような無限媒体 の場合 には どこに境界 を設 けるかに よっ
て系の応答 にかな りの差が生 じる。かつ,こ の境界 のために媒体 中 を伝播す る波動が境界で反
射 を繰 り返 すため,波 動 のエネルギーは振動系の中に閉 じ込め られ,無 限遠方 に伝播す る波動
に よるエネル ギーの逸散効果 が考慮で きないとい う問題点 があった。J,1、ysmer等18'"20)は表面
21)波 によるエネルギー逸散効果 を有 限要素 法に組 み込む解析方法 を示 し,N・C・Tsai等はSH
波の重複反射問題 を有 限振動系へ置 き換 える手法 を示 しているが,解 析 は地表層 を線形弾性体
とした場合 の ものであって,非 線形問題 を取 り扱 うまでには至 っていない。
以上 のよ うな観点か ら,本 論文では地盤 を構成す る土の構成 関係 の設定 いかんによって,地
盤 内を伝播す る波動 の特性が どのよ うに変化 するか を整理 し,非 線形挙動 をす る表層地盤 の震
動特性 を解析す るための方法論の解明 を試み よ うとす るものである。
まず,2,3章 では土 を混相体 として とらえ,こ の ような物質 中を伝播す る単調 な波動,す
なわち,初 期条件 あるいは壌界条件 として単調 な変形が与 えられた ときに伝播す る波動 の性質
について考察 を加 える。支配方程式 が非線形 になっているので初期条件 あるいは境界条件 とし
て滑 らかな変形 が与 えられても時間 と空 間の位置 が変わ ると,場 が不連続性 を示す よ うな場合
があ るので,単 調 に滑 らかな波動のほかに不連続解の性質 も調べ る必要 がある。 したがって,
2章 では2相 混合体 中の単調 に滑 らかな波動 を,3章 では不連続 面の伝播問題 につ いて考察 を
加 える。
4章以下6章 までは水 平な成層地盤 を対象 とし,こ の ような地盤 内を伝播 する非線形波動の
伝播 問題 を取 り扱 ってい る・特 に,土 の動的非線形性 が波動伝播特性 にどのよ うな影響 を与 え
るかについて検討 を加 える。 まず,調 和波動の伝播問題 を解析 するための新 しい手 法 を提 案 し,
地盤 内 の初期弾 性係数 の推 定法 につ いて実験的考察 を行 なった後,特 性 曲線法 によって,地
盤 内に発生する応力 とひずみの大 きさについて考察 を加 える。なお,問 題 を簡単 にす るため,
土 は1相 系 の物質か らなる とし,構成 関係 としてはせ ん断応力 とせん断ひずみの関係 しか考 え
ていないの で,2,3章 で扱 うよ うな一般的構成関係 をもつ物体 中の波動伝播 問題 にまで拡 張








を基準座標系で表現する方法について考察 し,ラグランジェ密度関数 を用いた場の表現形式 を








が りをもつものとして取 り扱 うとともに,温度が波動の伝播形態におよぼす影響についても考
察する。
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地震時の地盤の動的挙動 を論ずる場合,地 盤 を構 成す る土の動的 な物理定数 と波動の伝播速
度 の関係 が明 らかに され,そ の解析的 な表示 が可能 でなければならない。 これまで は線形弾性
論に基づ いて これ らの関係式 を求 めておき,土 に振動 を与 えた ときの振動特性 を測定 し,土 の
ヤング率,ボ ア ソン比,せ ん断弾性係数な どを求め ようとす る研 究がな されて きた詔4)しか し,
土木構造物 の安全性 に関係す る地表層 では層 を構成す る土はかな り軟 か く,か つ固体 と流体の
2相か ら構成 されているこ とが多いか ら,こ の よ うな物質 を単一相か らなる線形弾性体 と考 え
ることはかな り大胆 な仮定 といえる。2相 系の物体 中 を伝わる実体波 の研究にはM・A.Biot5'6)
の ものがあるが,こ れ は線形理論で あるか ら土 のような非線形性 を有す る物体 の挙動 を十分表
示 できるもの とは考 えられ ない。
本章で は,強 震時の地盤の非線形応答 を解析 するた めの第一段階 として,地 盤 を構成す る土
を流体で飽 和 された等方性 の非線形多孔 質弾性体でモデル化 し,こ のよ うな物体 中 を伝播する
実体 波の形態 について考察 を加 える。
近年,電 磁流体 の非線形問題 を解 くために開発 された数学的手法 を用 いて,1相 系 の物体 中
を伝播す る非線形波動の理論的な解析が詳 しくな され ている。 これ らの研究 は物体 中を伝播す
る不連続面 を取 り扱 った もの7～12)と単純 波(simplewave)を取 り扱 った もの13'v17)に大別する
ことができる。単純波とは,運動 を支配する半線形双 曲形方程式 の解の うち時間 と空間の全領域
において滑 らかな もの をいい,そ の基礎理論 はP.D.Lax13)によって与 えられた。D.R.Bland
は等方性 の可圧縮性 非線形弾性体 中を伝 わる圧 縮波の解析14)にこの理論 を用 い,引 き続 いて
平面波の解析15)を行な って可圧縮性 非線 形弾性体 中 を伝 播す る単純 波 は3組 あることを示 し
た。 またW.D.Collins16)は非圧縮性 の非線形弾性体 中 を伝わる平面波 の研究 にこの理論 を使 い,
D.R。Blandが得 たの と同様 な結果 を得ている。直交異方性の非線形弾性体 につ いて は1.C.
Howard17)が研究 し,こ のよ うな物体中 を伝播す る単純波 は3組 存 在す るこ とを明 らかに した。
著者 は,単 純波理 論に よ り,先 に述べた2相 系の物体 中 を伝播 す る波 動の構 造 と伝 播速度
について若干の研究18'19)を行 なってきた が,本 章では,流 体で飽和 された非線形多孔質弾性体
を支配す る保存 系の運動方程式 につ いて検討 を加 えたの ち,こ の よ うな物体 の構成式 について
述べ,伝 播 する単純波 の特性 について考察 を加 える。
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2・2飽 和 した多孔質弾性体の運動方程式
物体の運 動 を取 り扱 う場合,あ る特定 の時刻に粒子の 占めていた位置 を基準としてそれ からの
変形 を考 える場合 と,時 間 とと もに変化す る粒子位 置 を基準 として考 える揚合 の2通 りがある・
基準 となる座標 系 を前者では単に基準座標(referencecoordinate)と名 づ け,後 者 を流 通座
標(currentcoordinate)と名づけることにす る。以下 では両者 とも直 交直線座標系 を用 いるこ
とにす る。
いま,混 合体 の α番 目の構成 要素 をh(α)とい う文字 で代表 す る。時刻 τ=0で 同 じ位 置X∬
にあ る』④ が互 いに相 対運動 を行 なって,時 刻 τ=護で ∬`(α)にあるとす れば次式 をうる。
iXi(α)-9t7i(α)(X,,t)(2・1)
な お,す べ ての ラテ ン文字の添字は1,2,3の値 をと り,特 に断わ らないかぎ リラテ ン文字の
添字 につ いては総和規約 を適用 し,ギ リシャ文字 の添字には適用 しない もの とす る。大文字の
添 字 の付いた記号 はす べて基準座標系 に よるもg)を表わ し,小 文字の添字の付 いた記号 は流通
座 標系 によるもの を表 わす もの とす る。運動方程式 を基準座標系で表示 す る場合 には,時 刻 τ
=0に お ける物体点 が時刻 τ=tま でにどれ だけ変化す るか を考 えなけれ ばな らない。 この場
合構成要素 』(α)の変位 は次式 で表 わ され る。
Xi(の一X、+U、(a)(X、,の(2・2)
こ こに,UI(α)は基 準座 標 系 で測 ったt(α)相の 変位 。 これ か らA(α)相の基 準座 標 系 での速度VI(α),





ま た,h(α)相の 変形 勾 配(deformationgradient)は次 式 で 表 わ され る。
・・,チα)一 δ〃+婦 の(2.4)
こ こ に・() ,Jは∂O/∂Xlを 表 わす記 号 で あ り,δ 〃 は ク ロネ ッカー の デ ル タで あ る。これ か
ら ・(α)のグ リー ンのひずみテ ンソルE∬チα)は次式 で定義 される。
E・弁L去(UI,J(α)剛の+娠 忽 弁・)(,.5)
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連続体 の運動方程式 をラグランジェの方程式 によって求 め られれば,独 立 した粒子 か らな る
構成系の運動方程式 を取 り扱 う場合の ようにその形式が単純化 され る。 π次の 自由度 をもつ粒
子系 の場合 には,ラ グランジェの方程式 は独立変量 と時 間tに 関す るn元 の連立常微分方程式
になる。すなわち,ラ グラ ンジェ関数 は π個の一般化座標 とπ個の一般化速度 で もって表示 さ
れ る・一方,連 続的 な保存系では,運 動方程式 は時間 と空間座標で表わ され る連立偏微 分方程
式 になるはずで ある。 これ は内部エネル ギーが変形勾配に関係 しているか らである・ したが っ
て連続体 のラグランジェ関数 は一般化座標 と一般化速度 な らびに一般化座標 の空間微 分 の関数
にな ると考 えられる。方程式の詳細な形は用 いる座標の性質に よって異 って くる。以下 では直
交 直線座標 を基 準座標 とした場合 の混合体 のラグラ ンジェの運動方程式 を誘導す る。
3次元空間内での混合体の ラグランジェ密度Lは 基準座標空間で次のよ うに表 わせ る。
L-L(H、」(α),Af(α),Hf(α),t).(2・6)
こ こに,可 α)は基 準座 標空 間 でのA(a)相の一 般化 座 標,tは 時 間,(●)記 号 は ∂O/∂tを 表




上式 にハ ミル トンの変分原理 を適用す ると次式 をうる。
ア　
δ`ze=畜`δL己随=o




鰐 刎 α)aSCIt∂碗 α)
+鷹{、 鍔の一書( ∂霧の)一(、爺)・}・蜘 隙
=0
ここに,㌍ は 酒(α)相の基準座標 における外向 き方線ベ ク トルの成分 である。変分 量 δ房 の は
互 いに独立 であるから,上 式 よ り混合体の運動方程式 として次式 を うる。
一9一
鴇(∂L∂房(α))+講(、島 の)瀞 ・一・(2●8)
以上混合体 の保存 系の運動方程式の一般論 を述べたが,以 下では流体 と弾 性体の混合 した2相
系 について考 える。 いま,一 般化座標 として
17∫1)=UI(XJ,の:弾 性 相の変位
丑チ2)=Vl()(J,の:流 体 相 の変 位
を とれ ば,式(2・8)は 次 の よ うに 表 わ され る。
轟(∂L∂防)+識(∂ 蕩)一 畿 一・
霧(∂L∂ろ)+義(銑)一 説 一・






α=2は 流体相 の変量 を表 わす もの とし,以 後の解析 で も同様 に
なお構成 系全体 のラグランジェ密度Lは,系 全体 の運動 エネル ギーT,ひ ず みエネル ギーV,
流 体相 な らび に弾性相 の物体力 ポテ ンシャル のR,のEを用 いて次の よ うに表 わ され る。
L=T-M一 ρF¢F一ρE¢E(2・11)
こ こに,ρF,ρEは基準座標 系 にお ける流体相 な らび に弾性相 の密度 を表わす。い ま弾性相の
物体力 を ρEOダ,流体相 のそれ を ρFOタとおけば次式 を うる。
・P-1葺,,嫉 一為(…2)
tl
ま た・ 系全 体 の運 動 エ ネル ギー は次 の よ うに表 わ され る・
2T==ρ11こ4(こ{K十2ρ12UKVK一トρ22VKVK(2.13)
こ こ}・,ρ1、,・、2,ρ22はBi・t5)が提 唱 した盤 係 数 で あ り,基 準 座標 系 で表 示 した もの で あ
る。 なお微 小 変 形時 のBiotの解析 と同 じ手 法 を用 い て・ 有 限 変形 の場 合 に ρ11,ρ12,ρ22,ρF,
ρEの 問 に次 式 の成 立 す るこ とが簡 単 に求 め られ る・
-10一
ρE=ρ11十ρtZ,ρF=ρ12十ρ22(2・14)
流体相 が動的 な変形 をする ときは弾性相 か ら抵抗 を受 ける。逆 に弾性相 が動的変形 をす るとき
は流体相 か ら抵抗 を受け,あ たか も各相 の動的密度 に変化 を生ず るよ うな挙動 を示 す・ρ12はこ
の ような動的 エネル ギーのカ ップ リングを表 わす密度係数 と考 えられ る。なお これ ら密度係数
は次 の関係式 を満た さなければな らな い。
∵ ∴o'P12<o}(2・ ・5)
構成系全体のひずみエネルギー研は流体相 と弾性相 のグ リーンのひずみテ ンソルの関数 となる
か ら,式(2・5),(2・9)を考慮 すれば次式 を うる。
m-m(E、 ∫1),E、∫2))-or(U、
,、,V、,J)(2・16)
式(2・11),(2・13),(2・16)を式(2・10)に代入 す る こ とに よ って,流 体 相 と弾性 相 の混合 さ
れ た物 体 の運 動 方 程式 と して 次式 を うる。
::叢1::お鯵 ■(…7)
上式の第1,第2式 はそれぞれ弾性相,流 体相 に対する運動 方程式であ り,い ずれ も有限変形
理論に よって誘導 され たものである。式(2・17)に現 われ る のE,のFの変位 による微 分項 は式
(2・2),(2・12)を用 いて,次 式 が示す よ うに物体力 に関係す る。
零1叢 霧}(…8)
なお,式(2・17)の 右 辺 の 値 は,お の お の,弾 性 相 と流体 相 に発生 す るPiola-Kirchhoffの応力
テン ソルL」卸 の空間微分LJ、∫ に相 当す る量 になっている。
一11一
2・5飽 和 した多孔質弾性体の構 成式
,相系 、、超 弾性〆 ・(、,p。,elas、、。m 、。,、。1)…麟 性流 ド)(hype・el・・…fl・・d)20)の混
合 した ものか らな り,、 相 を轍 す る物質の巨視的な性状 が等雄 を示 せば講 成系全体のひ
ず みエネ,レギーmは 各相 のひずみ不変量 のみの関数 となるか ら賑(…6)の 関係Vま次式の よ
うに 表 わ され る。
m-m(∬ ・・),∬・・),・π・・),・VF)(2'19)
こ こ に,、…,∬ ・物 …は 弾性 相 の ひず み不 変 量 で あ り・ 伽 は 流 体相 の 体 積 変 化 を表 わす不
変 量 で あ り,流 体 相 の グ リー ンの ひ ず み テ ン ・ルE、∫2)とは次式 の 関係 が あ 詔
・VF-Cl・t(・、、+・E、チ2b(2'20)
この場 合,弾 性相 のKi,chh。ffの応力 テン ソ・レKU流 体相 のKi・chh・ffの応力 テン ソルpuは






なお,ひ ずみ不変量 とひずみテ ン・ルの間には次式の関係式 があ る31)
1(の=δ紅1猛 α)
∬… 一 歩 ㎞ ・卿 駁 α)射 α)
皿(a)一歩 「eKMPew(～ELK(α)埼泌α)E(～'α)
こ こに,eKMPは 交代 記 号 で あ る。
(2・22)
2・4飽 和 した多孔質弾性体中を伝わる単純波の伝播速度 とその伝播 形態





式 にな るか ら,適 当な条件があれば特性 曲線法 によって解 を求めることがで きる。特 に2個 の
独立変量 をもつ半線形双 曲形偏微分 方程式の解 の内1組 の特性 曲線上 のRiemann不変量が一定
値 になるような解 を単純波解 といい,時 間 と空 間の全領域において滑 らかな解 とな っている。
ここで は文献13),22)に紹介 されている単純波理論によ り流 体で飽 和 され た多孔質弾性体中
を伝わ る単純波の存在条件,伝 播速度,な らびにその伝播 形態 について述 べる。 なお単純波に
関す る一般的 な理 論は付録2-Aに 簡単に記述す る。
2・4・1.単純波の存在条件
系 を支配す る運 動方程式は式(2・17)で与 え られ る。以下の解析 は波動 の伝播速度 ならびに
伝播形 態を主に考 えるので,式(2・17)で物体力 を無視 した場合 のみ を取 り扱 うこ とにす る。
いま座標軸X1を波動の伝播 する方向 と一致 させ,次 式 で表 わ され るよ うな変 形場 を考 える・
UI.=UI(X1,の,VI=VI(X1,t)(2・23)
この場合 ・変形勾 配UI,J・VI,Jは1=1以外 は0と なるので次式 で表わ され る変数 を定義す る・
π1=UI,1,nl=V1(2.24)
このよ うな変形場 はX1方向へ伝播 する均一 な平面波 を考 えることによって得 られ る。 弾性 相
のひずみ不 変量 ∬(1),∬(1),m(1)と流体相 の体積変化 を表わすひずみ不変量Ivaは式(2・5),
(2・20),(2・22)を考慮 して次式の ように表 わされ る。
・(')一π、+去@～+η 彦+πξ)
∬(1一 ÷@多 柳 多)・m(1)一・
Iva=(1+2・1+πf)A'
(2・25)
式(2・24)の関係 を用 いて式(2・17)の物体力 を無視 した式 を書 きなおす と次式 となる。
∂2〃「 ∂Ml∂2VI∂2UI ∂2M∂nJ
ρ11∂






いま,次 式 で定義 され る変数
ξ1=UI・η∬=v1







































































で あ り,次 式 の 関係 を用 い て い る。
∂2M∂2M∂2M
θ一='







なお,θ に対す る添字 皿,πは小文字で あるが,θ は基準座標系における変量で あ り,添字 η,
π,翌につ いては総和規約 は用 いない もの とす る。
式(2・28)は半線形1階12元 連立偏微牙方程式 であるが,式(2・30)の関係 を考慮す ると次
式 で表わ され るよ うな1階8元 連立偏微分方程式系へ変換 される。






















式(2・33)の特 性 曲線 の 勾 配 を λとす れ ば,付 録2-Aの 式(A-2)を 参 照 し次 式 の よ うに与 え
られ る 。
lmu一 λliJ1-0(2・35)





























































































































































・、「(ρ12)λ ・b、2・ 、3D、 、-Z2
ρ22
式(2・39)に式(2・30)を代 入 し整理 す る と次 式 を うる・
(aλ2_2θM){。… 一 。(,+,)・・+(・。+,,-s)・・一,・+t}一 ・(・ ・4・)ρll
これ よ り次 式 の いず れ か が成立 す る。
Z・-2θM(2.4、)Ctρll
Ct2λ6-Ct(P十9)λ4十(αγ十9P-s)λ2-gr十t=0(2・42)











式(2・40)がλ2に関 して正 の4実 根 をもつ とき方程式(2・33)は全双 曲形 とな り単純波 が存
在す るこ とになる。 このためには,式(2・41)の右辺が正 でかつ式(2・42)が正 の3実 根 をも
て ば よい こ とにな る。す なわ ち,次 式 の関係 が満 されれ ば よい。
-17一
θ盟>0
4b(3ゐ 一 α2)2-2・(3ト ・2)(9・一 ・6)+3(9・ 一 。ゐ)・<O
c<0,ゐ>0,α 〈0






式(2・44),(2・45)が成立す るとき,す なわ ち,ひ ずみの間に適 当な条件 があるとき超弾性流
体 と超弾性体の混合体 中を伝播す る単純波は4組 存在す るこ とになる。 おのお の1組 は同 じ速
度 で正 ならびに負 の方向へ伝播す る波か らなってい る。以 下で詳 しく述べ るが,こ れ らは流体
相 を伝わ る圧縮波,弾 性相 を伝 わ る圧 縮波,弾 性相 を伝 わる2種 類 のせん断波 の計4組 か ら構
成 され る。
2・4・2伝 播す る波動 の 形 態
式(2・39)の1行 目の 各余 因子行 列 式 をFII,FI2,F}3,F}4とす れ ば,こ れ らは λ2の関数 とな
る。 この場 合,変 位 勾 配Ml,M2,π3,n1の増 分 伽1,am2,CIM3,Clnlはマ トリックス[flJ」の 固
有ベ ク トル として表 わ され るか らdmi(i=1,2,3)とdniの問 に は次 式 が成 立 す る(付 録2-A
式(A-10)参照)。
己尻 己η己 己m〔 オπエ 　 ヨ 　
P}、 」}2乃 、 ろ ・4 (2・47)
(i)z2=λξ≡2eM/CtPllの場合
A2=堵を[flJ]の1行目の各 余因子行列式 に代 入する と,す べてが0と な るか ら,式(2・
47)の計算 を行な うの に,2行 目の余因子行列式 を計算 し,λ2=λ3を代入 すれ ば 次式 をうる。
蒐:1;:∵ 一。/(・ ・48)
なおfiは次式で与えられる。
fi一読%・k一 読 舳(1θ 一2ρ12θ+1θ
ρ11mmρ 、、ρzamnρ22nn)
一18一
+毒 燃+ 。㍍ 脇+義 ・・M(e・・e・・一㈲
+毛(2θ.MθM.θ..一 θ訊 。一 θ読 θ㎜)(・ ・49)
ρ11ρ22
式(2・48)を式(2・47)に代 入 し積分 を行 な う と次 式 を うる。
m、一 ・、,凋+況 ξ一M=・3,n、 一 ・、(2・50)
一方 ,eM=θM(Ml,n1,M)で あ った か ら,A;λsの 場 合,eMは 一 定 値 を と りす べ ての特
性 曲線 は同 じ勾 配 を もつ直線 群 とな る。 この場 合,弾 性 相 の 変位 勾 配 ベ ク トル{MI}は 一 定 の
大 き さ
(イ擢)%一.癩
をもち,波 動 の伝播方 向の成分 がClなる一定値 をとる。ま た波動 の伝 播方 向に直交す る面内
の成分 は任 意の方向 を向 くが,そ の大 きさはc2な る一 定値 をもつ。 これか ら,補 助変数gを
用いて次式のよ うにM2,M3を表わす ことが できる。
M2=c2cosg),M3=c2sing(2●51)
これ らの ことか ら,λ ニ λ.なる場合の波 は円偏波 にな っていることがわかる・なお,流 体相の
変位 勾配ベ ク トルは波動の伝播す る方向 を向 き,か つ,そ の方向に一 定値c3を 保持 す る。図
2・1は以上 の関係 を示 した ものである。
もしか りに境界 上でc1=c3=0なる
条件が与 えられれば,ひ ずみは弾性相
のみに起 り,波 動の伝播方 向に直角な
面内だけに発生するか ら,λ=λ.の波
動 は弾性相 を伝播す るせん断波 とい う
ことができる。なお この揚合,圧 縮 ひ
ずみの発生 を伴 なわないか ら,円 偏波










い ま式(2・42)から得 られ る根 を大 きさの順 に λ?,彦,λξ とお くと,この場 合 は(1)で行 なっ
た ように,姥(i=1,2,3)の形 が簡 単 に求 ま らないか ら,一 般的 な考察 を行 な うこ とはでき
ないが,若 干 の演算 の結果次の よ うなこ とが明 らかになる。 まず,[flJ]の4行目の余 因子行




F4、一一 』竺(… 一?feliUM){(堕θ。ガeMM)・ ・一 ⊥(・.Mθ..-eM.・nn)}




11)[… 一 赤(・ …+・ ㌦+・ ㌦)・・
+与 刎 θ。。θ洲+θ..eM-2脚 。鋼
ρ11
(2・52)
式(2・52)を式(2・47)に代 入 す るこ とに よ り式(2・53)～(2・55)をうる。
S/:一舞(・ …)









式(2・53)よ り次 式 を うる。
一20一
㌧ム ー 。。n。t.一 φ(2・56)
M3
式(2・56)は弾性 相 の変 位勾配 の うち波面に平行な面 内の成分 が常 に同一方 向を向いてい るこ
とを表わ している。すなわち,弾 性相 の変位勾配ベ ク トルは波動の伝播す る方向(こ の場合 は
X1軸)を 含む面内にあることになる・ これ らのこ とか ら,λ=λi(i=1,2,3)なる場 合 の波
は平面偏波になっているこ とがわかる。この関係 を示 したのが図2・2で ある。式(2・56)はす
べての λi(t=1,2,3)について成立す る式 で
あるか ら,以 上に述べたこ とは流体相 を圧縮
波 が伝播す るとき(λ=λ1に相 当),弾性相 を
圧 縮波 が伝播す るとき(λ=λ2に相 当),弾性
相 をせん断波 が伝播す るとき(λ=λ3に相当)
のいずれ の場合 に も成立することになる。
式(2・54),(2・55)を解 くためには 彦(i
=1,2,3)の値が式(2・42)より解析 的 に求




はできない。 ここで は,ひ ずみエネルギー-7をひずみ不変量によリテーラー展開し,ぜ の近 似






+・ 、m(IVIF-1)+・,∬(IVF-1)2+・ 、1∬(砺 一1)
+・,1(17F-1)3+・ 、13(∬7F-1)+ (2・57)
た だ し,1(1),∬(1),m(1)を単 に1,∬,mと 記 した。 また ア8,p8はひ ず み が0の と きの弾性
相 の応 力 と流 体 圧,λ,μ,1,m,n,ε1,ε2,ε3,ε4は弾 性相 の 弾性 定数,(1,Al,A2は流 体 相 の
体 積 弾性 定数,R,rl,r2,……,rsは 流 体相 と弾 性相 の変 形 の カ ップ リング を表 わす 定数 で あ
る。 なお,λ,μ は線 形 弾 性 体 の ラー メ の定数,ρ は線 形流 体 の体 積弾 性 率 に相 当す る定 数 で
一21一
ある 。一 方,こ こ で考 えて い る よ うな変形 場 で は,各 ひ ずみ 不 変 量 は,式(2・25)よ り・Ml・
M,n、で表 示 で き るか ら,mを ひず み 不変 量 で展 開す るか 籾 に・m、・M…}・ よ り4次 の オ





各 相 のひ ず み が0の とき物 体 内 に応 力 が発 生 して い な い と考 えれ ば,mの 展 開 にお け る1次 の
項 が な くな るか ら
pぎ=0,pぎ ニ0あ る い は α1=0,f1=O(2・59)
とお ける。以下の解析 ではこの仮定 を用 いる。なお,砂 に対 して式(2・57)を用 いて,静 的な
構成式 を実験的 に求 めた著者の研究23)によれば,Vを4次 のオーダーまで展 開すれば ピーク応力
まで十分 な精度 をもって追跡 できるこ とがわか っているから,4次 の オーダーの展開はかな り
の適応性 をもつ もの とい える。
なお,こ の場合 式(2・57)と(2・58)の係数の問 には次式 の関係 がある。
・,一者(・+・ ・)… 一去(・+・ ・)+… 、一春(・+・ ・)+舞 ・+・、
b・-5・ ・b・ 一壱(・+・ ・)一壱 ・+売 ・… 、2-S(・+・・)-im ,
・22-t(・+・・)+9・-9m-i・,,f、 一去 ρ,f3-÷ オ1,
f4-一 号 ρ 一 号A・+A・ …1-R・ ・12-一圭R+・ 、・ ・、、一 圭R+・ 、,
C13--R+・ …n--tR-;・ 、+去 ・、,・31-・,一 ・、+・,,
… 一 岩R-t・ …22--t;R+9・ ・+t・ ・-t・,・d、 、・ ・、-t・6
(2・60)
式(2・58),(2・59)を式(2・32)に代 入 すれ ば 次式 を うる。














式(2・61)を式(2・43)に代 入 し式(2・42)をZ2に つ い て解 くが,式(2・61)の各項 が2次 のオ
ー ダー で あ るか ら λ2のオー ダー と して は2次 まで あれ ば十分 で あ る。 したが って 次式 を うる。
X3=α 、+α,m、+α,n、+α 、π多+α,πf+α 、M+α,m、n、
堵 一 β、+β,m、+β 、n、+β、加ぞ+β,・ ぞ+β 、M+β,m、nl
λ3-r、+r、m、+r、n、+r、 πぞ+r,π ぞ+r、M+r,m、n、
(2・62)
なお,各 α`,β`,ri(i=1,……,7)は 式(2・61)の展 開 項 の係数 な らび に式(2・13)に現 わ
れ る密 度 係数 の複 雑 な関数 で あ り,付 録2-Bの 式(B-1)～(B-13)で 与 え られ る。









己・、 ん。`+ん、凸+ち 凸+左 、〆+ん 、、・ぞ+ん,凸 ・、+ん、ε姥
(2・65)a
m、9。i+9、iM、+9、i・ 、+9、、イ+9、i・i+9,im、n、+9、`鰐
こ こ に,90i,91i,… …,96i・koi,kli,……,h6i,hoi,hli,h2iはAiを 式(2・54),(2・55)に
代 入 し た と き に 求 ま る 係 数 で,式(2・13)で 定 義 し た 密 度 係 数 な ら び に 式(2・62)で 定 義 さ れ
る 媚 の 展 開 項 の 係 数 か ら な る 複 雑 な 関 数 で,付 録2-Cの 式(C-1)～(C-4)で 与 え ら れ る も
のである。
式(2・63),(2・64),(2・65)は非線 形の連 立常微 分 方程式で あ り,こ のままでは簡単 に積
分 できないため,解 の特性 を調べ ることができない。 いま,ひ ずみエネル ギーの展 開を3次 の









いま変形が小 さい場合 を考 えると
職 謂::二:}圏
が成 立す ると考 え られ るか ら,式(2・68)は次式の よ うに表わ され る。 な お以下 式(2・77)ま
でに対 して総和規約は用いない。
銑 一 舞+(k、ik。i9、i9。i9。i)艦+(条一 彦競警)砺+… …(・ …)






些 一・・(ち、k。ik2i9。i9。3)+(爺 一繁)/(舞 一 ん髪㍗)
で あ り,Coは 積 分 定数 で あ る・ なお 式(2・69)1の条 件 が 成 立 す る た め に は少 な く と も次式 が
成 立 しなけれ ば な らない 。
90i》92iAi(2・73)




ここに 瑞 は積分定数 である。
式(2・66),(2・67),(2・68)はnl,M1,M2,M3が互いにいずれ か1つ の変数 の関数 として表
示 され るこ とを示 している。式(2・71),(2・74),(2・75)はnl,M2,M3をπ1の関数 として表
示 した ものである。同様 な手法を用 いれば他の場合 についても計算す るこ とができる。一方,
式(2・45)の条件 を満す特性 曲線は直線 とな り.特性 曲線上で はn1,M1,M2,M3は一定値 にな
るか ら(付 録2-A参 照),境 界 条件 として流 体相 あるいは弾性相 の圧縮ひずみ,弾 性相 のせ
ん断ひずみのいずれかが与 え られれば,Xl-t平面内の変形 はすべて求まることになる。
いま,境 界条件 として与 えられ る境界上のひずみ相 互の間 に次の よ うな条件 が与 えられ る場
合 を考 える。
Ml=0の と きnl=0,M2=・O,M3=0 (2・76)
こ こ で,式(2・71),(2・74),(2・75)を 考 え れ ば,n1=nl(m1),M2=π2(Ml),π3=M3(M1)
で あ る か ら,式(2・76)はnl(0)・ ・M2(0)=M3(0)=0で あ る こ と を 意 味 し て い る 。 こ の 場 合 に






式(2・78)が成立 する場合 は,式(2・74),(2・75)よりM2≡iM3≡0が求 まる。 これ は境界上
でせん断 ひずみがMlに独 立 に作用 しなければ,Xl-t平面の全領域におい てせん断 ひず みが
発 生 しないこ とを示 してい る。す なわち,非 線形物体 において も圧縮波 が独立 に存在できるこ
とを意味 し,著 者 が行 なった圧縮波の伝播 に関す る研究結果 と一致する♂8)
また境界 上のひずみ相互間に次 のよ うな条件が与えられ る場合 を考 える。
Ml=Oの と きnl=0,7π2≒0,フ π3≒ ・0





を う る。 したが りて式(2・74)・(2・75)はM2=Bo+f(Mi),M3=Bo/φ+9(m1)とな り・M2・
M3に はMlに 独 立 な項 が あ る・ これ は境 界 上 でMlが0で あ って も,X1-t平 面 の 全領 域 でMl
が恒 等 的 に0に な らな い こ とを表 わ す もので,非 線 形 物 体 で は平面 偏 波 形 のせ ん断 波 は独 立 に
存 在 で きな い こ とを示 して い る。
2・4・5波 動 の 伝 播 速 度
い ま,ひ ずみ が非 常 に小 さい場 合 を考 えれ ば,
m11;ln12yMtro(2・81)
とお け る か ら,式(2・62)は 次 式 とな る 。
λ11;:±Vて,λ2:;:±～石町,R3=± 砺(2・82)
一方 ,式(2・41)よ り λ。は次 式 の よ うにな る。
λ3=±s/一ア∫(2●83)










以上のこ とか ら・ λ1≒λ2≒λ3ニλsなる関係 が得 られ,微 小ひずみの もとでは流体 で飽和 され
た多孔質弾性体 中を伝播す る実体波 が3組 存 在す る とい うBiot5)の研 究結果 と一致 ナ る。それ
一26一
によれ ば,vEdiは流体相 を伝わ る圧縮波の伝播速度 を,vi;fl:iは弾性相 を伝わ る圧縮波の伝播
速度 を,～伍 は弾性相 を伝わるせん断波の伝播速度 になることがわかってい るか ら,有限変形の
問題 にお いて も,λ1は流体相 を伝 わる圧縮波の伝播速度 を,z2は弾性相 を伝 わる圧縮波 の伝
播速度 を,λ3,λ.は弾性相 を伝わ るせん断波 の伝播速度 を表 わす もの と考 え るこ とがで きる・




式(2・62)3ならびに式(2・85)を比較 する と,ひ ずみ エネルギーをひずみの3次 以上のオーダー
まで展 開 した場合に は λξと堵 の値 は一 致 しな くな り.弾 性相 中 を伝 わるせん断波 が2組 存
在す るようにな ることが判明す る。
2・5結 論
本章は飽和土中 を伝 わる滑 らかな非線形波動の性質 を調べ るため,実 体波 を対象 とし,土 を
流体 と弾性体 の混合体 と考え,こ のよ うな物体中 を伝播する単純波の特性 を調べることを試み
たものである。 まず弾性相 と流体相 か らなる2相 系の運動方程式 をラグラ ンジェ関数 を用 い基
準座標系 で表示 した。次 に,こ うして得 た方程式系 が全双 曲形 になるための条件 を求めた。 こ
の揚合 には単純波解が存在す るので,そ の伝播形態 について考察 した結果次の ようなことが明
らかになった。
(1)波動の伝播速度 をひずみの関数 として表示することができる。
(2)超弾性流体 で飽和 され た多孔質超 弾性体中 を伝播す る単純波 は,正 な らびに負の方 向へ同
じ速度 で伝播す る波動 を1組 のもの と考 えれば,4組 存在する。それ らは流体相 中を伝 わる1
組の圧縮波,弾 性相 中 を伝 わる1組 の圧縮波 と2組 のせん断波 から構成 され ている。
(3)波動 の伝 播形態 には2種 類 あ り,円偏 波 と平面偏波 とか らなっている。前者の形 で伝播 す
るのは弾性相 中 を伝播す るせん断波の1組 であ り,残 りの3組 は後者 の形で伝播す る。
(4)平面偏波 では,適 当な境界条件が与 えられる と,流 体相 と弾性相 を伝 わる圧縮波 はせん断
変形 をともなわずに伝播で き,非 線形性 を有す る物体中で も圧 縮波 が独 立に存在できる。これ
に対 し,い かなる境界条件 が与 えられ ても,弾 性相 中 を伝わるせん断波 は流体相 あるいは弾性
相 に体積変化 を発生 させ るか ら,非 線形性 を有す る物体 中では平面偏波形 のせん断波 は独立 に
存在できない。
〔5)一方,円 偏波では,境 界上での圧 縮ひずみが0で あれば,せ ん断形の波動 が単独 に伝播 でき
る。
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以上,単 純波 の伝播形態につ いての結論 を述べた が,混 合体中 を伝播す る波動 を もっ と詳 し
く研究す るためには,系 を支配 する方程式系 が熱力学的条件 を含んだ ものにな ってお り,か っ
その よ うな方程式系の不連続解 な どについて調 べる必要が ある。 また耐震工 学的 見地に立 てぱ,
非線形双 曲形方程式の周期解 につ いても考察 を行 なわな けれ ばな らない。以下の章でこのよう
な点について若干の考察 を加 える。
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付録2-A特 性曲線法 による双 曲形方程式の解 法
いま・従属変数 吟(ノ=1・2・……・n)が次 の1階 連 立偏微分方程式 を満 たす もの とす る。
私 釜+㍉ 嘉 一ら 回 名……,・)(A-1)
ここに・ らア 那ザ ら は独 立変数 ち αな らびに従属変数 吻 の関数で ある。 ただ し%の 微分形
は含 まない。このよ うな方程式は半線形方程式 と呼ばれ る。 この方程式系 の特性 曲線 の勾配 λ
=aa/atはマ トリックス[m,.一λ1,,
り り」の行列式 を0と す る次式 によって与 えられ る・
1㍉ 一Zl・,・1-0(A-2)
ここで・式(A-1)の解 として 告 が1個 の補助変数 θの関数 吻=吟(θ)と な るよ うな場合
につ いて考 えると
∂・ノ
,∂ θ ∂・、,∂ θニ ぜ ロ 　 コ む 　
∂孟 ノ ∂≠,一 ∂α ノ ∂α
ただし 。,≡色
∂θノ
を うる。式(A-3)を 式(A-1)に 代 入 す る と次式 を うる。
π ∂θ π ∂θ
且 孔・写 厩+浮 、加り写 蕊=Ci





が って次式 を うる。
ル





式(A-4)は す べて のiに 対 して成 立 す るか ら,式(A-5)も す べ てのiに 対 して成 立 し,し た
(A-6)
上式が 写 ≡0以 外 に解 をもつためには次式が成立 しなければな らない・
lmザPtl、」・1-o
式(A-2)と 式(A-7)は 同 じ式 で あ るか ら,λ と μは1対1に 対 応 す る。
一 方 ・ 孟一α平 面 上 の任 意 の 曲線 に 沿 って次 式 が成 立 す る。
∂θ ∂θ
万zClt+否万 己α=dθ








式(A-6),(A-7)より写 は特異マ トリックス[～ 一 〃`ブ]の固有ベク トルで あ り,か つ各
λの値 に対 して1個 の任意定数 を含 む形で求 めることができる。 この固有ベ ク トルが式(A-4)
か ら求 まるベク トル{Zt7・t}と一致するためには,式(A-9)の右辺がす べてのiに 対 して 同 じ
値 をもたなければならない。 このよ うな場合の解 が単純波 と呼ばれ る。
式(A-1)の右辺のCiがすべてのiに 対 して0で あ る場合には,n個 の λのおのおの に対 し
Clθ=0とお くことによ り式(A-9)が成立す る。すなわち,特 性曲線上 では θ=const.となる。
したがって,Ui・Ui(θ)も特性 曲線上で一定 となる。 これよ り,式(A-1)が全双曲形*)で同
次形 の場合 には π個の単純波が存在するこ とになる。
砺 ならびに 那むが 勉 の関数 で 彦ならびに αに陽に関係 しない ときは,砺 と πりは θのみ
の関数 とな り,式(A-2)よりλも θのみの関数 とな る。特性 曲線上 で θが一 定 な らばAも 一
定 となって くる。 したがって単純 波の特性曲線 は直線 とな り,そ の直線上で 駕 は一定値 を取
るこ とにな る。
Zt・]・tがマ トリック ス[mii一 λli
]・]の固 有 ベ ク トル で あ る こ とか ら,写 は[mif一 λli」.」の
す べ て が0で な い余 因子 行 列 に比例 す る こ とにな る 。 した が って単 純 波 はそ の特 性 曲線 上 で従




*)式(A-1)が 全 双 曲形 にな るの は,式(A-2)のn個 の根 がす べて独 立 な場 合 であ る。
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ここ に・Ai」'は[mii-"♂ のi行 の 余 因子 行列 式 を表 わ して い る。 式(A-10)は(n-1)






















。、-0・ 一 α・B・+αぞオ・,β,-C・ 一 β・B・+βfオ・,
(α1一β1)(Ct1一γ1)(β1一 α1)(βi-71)
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「 ・1)(β1-,、)+β、一 ・1+β 、一,1
0,-rlB、+和,r
3β3γ『3α3「s=(





・,一諜 差≦為・βrl諜篶 … 一鴇 矯1
0・一 ・IB・+・fオ・
+・ …+α …+・ ・β・+β ・a・α7=
(α1一β1)(α1一γ1) α1一 γ1α1一 β1
07一 β1B7+βぞノ47 β2α3+α2β3β3r2+β273
β・=(β
、一,、)(β、一 ・、)+β1-,、+β 、一 α1





な お,式(B-2)～(B-7)に 出 て く るAi,Bi,Ci(i=2,3,… …,7)は 次 式 で 与 え ら れ る 。










































,1急31+2傷)+'ibi・(ll・ 一 調 …+Z2)
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+堕(竺 坐 ・ 、、、+2c・2)+2a・・(勉 一2P・2。、、+2f・)











い ま,付 録2-Bで 定 義 し た αノ,P7,r」()=1,2,… …,7)を 次 に 定 義 す る よ う な 変 数 に お き
か え る 。
δノ、-ay,δ ゴ,-p」・ δブ・-r,'(]一・・2・… … ・7)(C-1)
式(C-1)を 用 い て,本 文 中 の 式(65)～(67)に 現 わ れ る 定 数90i,91i,…,96i,koi,kli,








9・一・・藷 ・・δ・「 孟(lll・a・+・…2)・・i一六(lii…+・ …)δ・・
+-1.、(2ゐ,c、2+Cl,、c、、)
ρ11
9・i-・寄(・ ・～+…i・4t)オ{(需 ・・22+…31)・・i+(舞…+・ …)δ ・i
+(ξ ・22b、+・ ・、1)・、、}+も(・ ・,・。+eza・、 +・、;)
ρ11 ρ11








ρ11ρ11ρ11)・ ・t+(舞 …+・ …)・ ・」






















t+赤{(・c・ …+12・ ・)・ 1+・(　 ・+・・)・t}
一 差 ・(・




















前章で,地 盤構成土 中を伝 播す る非線形波動 の性質 を調べ るために,土 を流体で飽和 された
非線形多孔質弾性体 か らなる2相 混合体 と考 え,こ のよ うな物体 中 を伝播す る単純波 について
調べた。単純波は運動 を支配す る双 曲形方程式 の解の うち時間 と空間に関して滑 らかなものであ
り,特性 曲線上で のRiemann不変量 が一定値 に なる よ うな もので あった。 しか し,非線形性
を有す る方程式では,時 間 と空 間の全領域 にわたって滑 らかな解 の得 られない ことが多 い。 し
たがって2相 混合体 中 を伝播 する波動 の性質 を詳 しく知 るためには,こ のよ うな物体中を伝播
す る不連続 面の性 質につ いて調べることが必要になる。 この ような観点か ら,本 章では2相 系
の物体中 を伝播す る2次 の不連続面 について考察 を加 える。この波動は加速度波 と呼ばれ,波
面(wavefront)にお いて,こ れ を横切 る方 向の変位の2階 微係数 に不連続 性 をもつ波である。
いま速度場 を考 えて,単 純波,加 速度波な らびに衝撃波の波面 における速度の滑 らか さの度
合 を示 したのが図3・1で ある。衝 撃 波 は波面 において速度 に不連
続が発生す る ものであ り,加速度波 とは,速 度 は連続 であるがその
1回微 分に不連続 が発生する ものであ り,単純波 は波面 において速
度 が滑 らかな ものであることを表わ している。
1相系の物体 中を伝播 する非線形波動については数多 くの研究 がsh。 。kw、ve
あ り,その主 な研究手法は次 のよ うな もの と考 えられ る。
(i)物体 中 を伝播 する2次 以上の不連続面 について研究す る方法1'v16)
⑪ 有限変形 を受けている物体 中の重ね合わ され た微 小平面波 を研
究す る方法17'18)
aCCeleratiOnWaVe
Gil)衝撃波な らび に単純波 について研究す る方法19'vas)
これ ら研究手法の うち① に関するものは,近年まであま り注 目され て
いなか ったが,2次 以上の不連続面 を取 り扱 うと,非 線形性 を有す
る物体 でも波面の運動が解析的 に表示 できることから,こ の十数年
間,弾 性体,粘 弾性体,弾 塑性体 あるいはfadingmemoryを有するsimPlewave




不連続 面の幾何学的,運 動学的性 質 を最初に研究 したのはHardamard1)である。 この研究結
果 を用 いEricksen2)は非圧縮性の超弾 性体 中の2次 以上 の不連続面の伝播速度 につ いて考察 を
加 えた。Truesdell3)は弾性 体 中 を伝 わる2次 以 上 の不連 続面の一般的 な理論 を展 開 している。
Green4)は均一 な変形 を受 けて いる弾 性体 中 を伝播 す る加速度波の振幅 の消長 につ いて研究 を
行 な った。Chen5'6)は等方弾性体 中を,BowenとWang7)は不均 質な弾性体中 を伝播す る加速度
波 の消長 につい て研究 した。ColemannとGurtineはfadingmemoryを有す る物体 中の加速度
波の1次元ならびに3次元的な伝播速度 を求め8・9!1次元的加速度波の振幅の消長について詳
しい考察 を行 なってい る10'v12)。その後,非 線 形粘 弾性 流体 中 の定常的なせん断波 の安定性に
っい ての解 析を行 なっている13)。徳 岡14)は一般化 されたPrandtl-Reuses形の塑 性 体 中の加速
度 波 の消長 を調べ てい る。 なお加速 度波 の数 理学的性 質 はBaileyとChen15'16)が詳 しく述べ
てい る。
1相系 における不連続面の伝播 に関 しては以上の よ うにかな り詳 しく研究 され ているが,多
相系 にっいては,化 学反応 を有す る弾性体 か らなる混合体 中の1次 元加速度波の伝播速度 を求
めたBowenの研究29)と蓮 想流体 の混合 した物体 中を伝播 す る1次 元加速度 波の振幅 の消長 を
考察 したBowenとChenの研究30)があるが,3次 元的 な考察 ならびに構成 関係 に速度勾配が入
る ときの一般的な考察 は行なわれていないよ うである。 この ような点 を考慮 し,2相 混合体中
を伝播する加速度波 について著者 は若干 の研究 を行 な ってきた31'32)。本章 ではNaghdi等33'34)
が求めた2相 系 の釣合式 と構成 関係 を用 い,2相 混合体 中を伝播す る3次 元的加速度波の性質
を調べる。
5・22相 混合 体 の運 動 量 の釣 合 式,エ ネ ル ギ ーの 釣 合 式 な らび に構 成 関 係
こ こで用 い る基 本式 はNaghdi等の もの と同 じで あ るか ら以 下 に簡 単 に示 す 。
2相 混合 体 の構 成 要素 をh(α)(α=1,2)で表 わ し,A(a)の基 準 配位(referenceconfiguration)
での粒子位 置 をXチα)で表 わ し,時 刻 τにおける粒子位 置 を婦の(τ)で表 わす もの とすれば次式
をうる。ただし,用 い る座標 系はすべて直交直線座標 系 とす る。
岬(・)一 ∬チα)()ぐα),x6α),xJの,・)(一 。。<・ ≦ の (3・1)
なお,す べ ての ラテン文字の添字 は1,2,3の値 を取 り.特 に断 わ らないか ぎ リラテ ン文字の
添字 については総和規約 を適用す る。 ギ リシャ文字 α,βは混合 体の α,β番 目の構成相 を示 す
のに用いる。
一 方 ・流 通配 位(currentconfiguration)での粒 子位 置 姪 α)(t)を用 い て,式(3・1)を 書 き な
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おすと次式をうる。






時 亥IJtにお け るA(α)内のXt点 に お け る速 度 ベ ク トル 〃!α)は次 式 で与 え られ る。
D(α)♂α)
v(α)=z (3・5)乙1)t





時 刻 疹にお け る加 速度 ∫(α)は次 式 の よ うに な る。
D(α)v(α)
プチの一D6乙 (3・7)
ま た,時 刻'に お け る 』(α)の変 形 速度 テ ン ソル 己話α)ならび に ス ピンテ ン ソル ω,活α)は次式 の よ
うに定義される。
2己 、疹α)-Vt ,Eα)+Vk,1α),2・ 、la)一 ・、,差α)一 〃、,1α)(3・8)
こ こ に,() ,左は ∂()/∂勉 を表 わす もの とす る。
い ま時 刻tに お け るA(α)の密度 を ρ(α)で表 わ し,混 合 体 の平 均速 度 をV,と し混 合 体 と して
の 密 度 を ρ とす れ ば 次式 を うる。　






1)∂ ∂(3 ・11)一=一 十 〃
∂孟 皿 ∂即1)tπ
とおけば,次 式 をうる。




ここ に,πiは 拡散 力 と呼 ばれ 相相 互 の 間 でや りと りされ る力,ρ(α)o!α)はh(a)の物 体 力,m、は
化学反応な どによ り単位時間内にA(α)の単位質量当りに発生するA(α)の質量。したが って質量 の











ここに,γ は混合体 の単位質量単位時間 当 りの熱供給量,%は 混合体 の熱束 ベク トル,ε は混
合体単位質量当 りの内部 エネル ギーを表わす。
(3)構成関係









ここ に,Tは 混合 体 の 平均温 度,F、チα)はA(α)の変 位 こ う配,瓦 チα)はA(のの速 度 こ う配,(▼)(α)
はD(α)O(α)/Dtを表 わ し,vtは 相 対速 度(=η チ1L〃チ2)),9は温 度 こ う配(=gradT),ろP




ここ に,ρ6α)はt(α)の基 準 配位 での密 度,() ,"a)は∂O(a)/∂X霊α)を表 わす もの とす る。
5・5加 速度波の振幅に関す る一般的性質
不連続面に対す るHadamardの定理1)よりA(α)内の不連続面 に沿 って次式 をうる。
読[ψ(α)]・一[鍔]・ 響+[讐 ④]・(…9)
こ こに,ψ(α)はYチα)とtの任 意関数,yチ α)(t)はA(α)内の不 連 続 面 の基 準 配位 で の位 置,[ψ@]、
は α相 中 の不 連続 面 上 にお ける ψ(α)のjumpで次式 で 表 わ され る。
[ψ(α)]。一ψ∫α)一ψfα)(3・20)
こ こに,婬 α)はゐ(α)内の不 連続 面 前 面 で の ψ(α)の値,ψ ∫α)は』(α)内の 不連 続 面後 面 で の値 を表
わす。
いま,h(α)内の不 連続 面の時亥ijtにおける基準配位での方向余弦 を1蜂α)とし,この面の伝播
速度 をU(。)とすれば次式 を うる。
響;'(の 一㌍ ・U、a)(・ ・2・)
式(3・21)を(3・19)に代 入 し次 式 を うる。
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[F、ムチα)]α 一 ・Eα)場の畷 の
x}α)一尋の
以 下 で は簡 単 のた め[]に つ けたXチα)→yチα)は省 略 す るこ とにす る。式(3・23)1を式(3・22)
に代入 し次式 を うる。
・U、。)・礁 ・+嬬 ≠L%,確 ・[F、チα)]。+[聖・]α(・ ・24)
式(3・23)2にArEα)を乗 じ,そ れ を式(3・22)に代 入 しArEa)(dlvEα)/dt)=0なる こ と を考 慮 す る
と次式 を うる。
-U
,a,・醗 ・一嬬 ≠)一 σ@搾 ・班 ・[♪、ムチα)]。+U,a,聖・嚥y・]。(・・25)
式(3・24),(3・25)よ り次 式 を う る 。
・嬬 ≠'+・U,a,響 ・Ea・一[陽 α)コ。一σ(。鋤 α)場α)[♪、、,チα)]α(・ ・26)
5・42相 混合体中を伝わる加速度波の速度
5・4-1.構成 関係に速度 こう配が入 る物体中の加速度波の存否
以下の解析 では,t(α)(α=1,2)の質 量 の変化 はない と仮 定する。 したがって次式 を うる。
Mα=0(α=1,2)(3・27)
式(3・13)より,混 合 体 と しての運動量の釣合式 の積分形 を求めると次の よ うになる。
凄1歌 ・ω 細 一繕1ρ ω・;a・dV+癖 辞・…S(・ ・28)
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ここに,ンbは時刻tに お いて体積Vを 占める混合体の表面Sの 方向余弦である。式(3・28)を
基準配位での釣合式に書 きなおす と次式 となる。
2翫 ωρ紳 ・〃一妻1伽、ρ6a・・野〃飢 ω乃勲 ・ (3・29)
ここに,V6a)は時刻tでVな る体積 をもつA(α)の基準配位 での体積,5Pは 時 刻tでSな る表
面積(Vの 表面積)を もつA(α)の基準配位での表面積(76α)の表面積),Nfα)は鉛α)の方 向余
弦である。
いま,A(β)内を伝 わる加速度波 を考 え,図3・2の ような積分領域 を考 える・q(β)は不連続面
の位置を,R(渉R(fi∫は不連続面の まわ りの 璽体積領域 を,ψ(β夷 ψ(の一はその表面 を,鮒)
は この表 面 の方 向 余弦 を表 わ し,R評)ニR(の+
+R(fi∫とす る・ この場 合,以 下 式(3・30)～







式(3・30)の右辺 の各項 は次式 のよ うになる。
翫 ダ・細 一偏 脚)〃 一るψ、磁・・














こ こに,()+,()一 はそ れ ぞれ()の 不連 続 面 前 後 面 で の値 を表 わ して い る。 式(3・31)・
(3・32)を式(3・30)に代 入 し次 式 を うる。
-ill:(iii"
。,,,紳 ㌦,ρ6a・ 窄 帆.,[・ 押]・ ・U・…S(・ ・33)
こ こで76a)をR6(のにおき か え 魔 α)=g(の++g(β∫とすれ ば,式(3・29)は 次 式 の よ うに書 きな
おせる。




式(3・34)で嘱,蛎 帥 ψ、に近づけ ると体積積分の項 は ・}・な り・9en+上の 覇)は 不連
続面の方向余弦rVJca)に,q(ff)上の 研)は 一1Vノ)に等 しくなるか ら,式(3・34)は次式 のように




した がって,式(3・35)よ り次式 を うる。
　
[Σ 瑞 のα=1]・ 婿)一 ・(・ ・37)
・れは・ ・相系のK…h… の定理1)を・相 系}・拡張 したもので あ り,・ 縣 のSS不連緬}・ 対
す るPbisson形式 に相 当す る もの にな る。
いま 乃チのが 瓦淫α)=0のまわ りでテー ラー展開 可能 である とすれば,次 式 のよ うな構成 関係
をうる。




+DJilM,Q.9α)ち鵬8)之 葦2'+易姻 。葦鴨 拶)ち8鯉+c、、 M,ρ。6α)雛)ち8)毎葦2'
+(3・38)
と こに,オ ノ1α),1玩謡の,(η`諺),…… はT,瓦 チα),Vlの連 続 関数 で あ る。 また,こ れ ら係 数 に
付いている添字 の組 合せ,IM,pQ,rSの順 が入れ変 って もその値に変化 はない ものとする。






式(3・38)を式(3・37)に代 入 し,式(3・23)2の関 係 を考慮 すれ ば,A① な らび にA(2)内の加 速









た だ し,上 式 の関 係 を得 るた め に次 式 の よ うな関係 式 を用 い てい る。








(皿一1)評)内 の加速度波 に対 し
妻、{β・,溜酪1)確)+B・、iM,Qivf')瑠)([ろ8)]1+2ろδ1) )+ρ・幽6の 瑚)瑠)ろ8)
+㌦ 吻 ρ。鯛1)確)([ち δD]、[毎蚕1)]、+3ちδ1)+[瓦ぎ1)]、+3ち8)+毎61)+)
+DJiiMpρrs(α)ハチ1)瑠)・ちぎ2)([・らδ1)]1→-2P,6')+)→一・召ノtIMpQrS!疹1)Nii)」弓)δ2 瓦蚕2)
十}=0(3。43)1
(皿一2)h② 内の 加速 度 波 に対 し





式(3・40)でq)す なわ ち,式(3・42)が 成立す る場合,混 合 体 中の加速 度 波 の振 幅 は恒 等 的 に
0と な り,波 動 が伝 わ らない事 に な る。一 方,(皿)す な わ ち式(3・43)が成 立 す る 場 合 に は,
・!α)≒・(・一 ・,2)なる解 を式(3・4・)がもっ こ と}・な り,構 成 関 係}.速 度 こ う配 が入 る物 体
中でも加速度波 が存 在できるこ とにな る。 この結果 はNavier-Stokes流体 中 では加速度 波 が
存在できない とい う結果35)と比較 す るこ とがで きる。Navier-Stokes流体 で はエ ン トロピー
不等式よ り求 まる構成関係の制限条件 が式(3・43)を満 さないため,式(3・42)のみ が成 立 し
加速度波が存在で きな くな る。 しか し,一 般の粘弾性体 ではエ ン トロピー不等式 か ら,こ の よ
うな条件 は求 ま らないた め,式(3・43)の条件 を満 す よ うな加速度波 が存在す ることになる
が・ この場合 は初期条件 が特殊 な条件 を満す場合 のみで,波 動の伝播速度 も振幅 の大 も波前面
の状態 によって一義的 に決ま り,振幅 は時間 孟を陽 に含 まないこ とになる。鋤 す なわち,波 前
面の状態が一定であれば振幅 は時間的 に変動 しない一定値 を取る。 これ らの ことか ら,式(3・
43)の条件 を満す ような加速度波 はかな り特殊 な初期条件 のときのみに可能 と考 えられ,普 通
の初期条件 のも とでは式(3・42)が成 立す る揚 合 が多い と考 え られ る。 したがって以下の解析
では構成関係 に速度 こ う配が入 らない物体 を考 えるこ とにす る。 またBowenとWieseev)によれ
ば,2相 系の構成関係 には 瓦ゐ歪α)が入 ることになるが,こ の場合 にも特殊な初期条件の もとで
のみ加速度波 が伝播 できるとい う結論 を得 ることがで きる。32)
5・4・2加 速 度波の伝播速度






式(3・18),(3・27)を考 慮 し,式(3・44)2を式(3・13)に代入 し両辺 のjumpを 取 れ ば 次式 を
うる。
ρ」の[∫鮮0チ α)]a-[翫プの]。一平[ノ(の・i]α(3・45)
ここ に,ノ(α)=ρ6α)/ρ(α)であ り,■ 符 号 は α=1の 時上 側 を α=2の 時 下 側 を取 る もの とす る。
この規約 はこれ以後 も同様 に成立す るものとす る・
いま,物体力 ρ6α)0チα)は連続であると仮定すれば次式 をうる。
[o(αt)]。-0(3・46)






式(3・46),(3・47)を(3・45)に代 入 し,(3・23)2,3の関 係 を用 いれ ば次 式 を うる・
{U(。1δ、μ 、チα)U(。)一ρ話 α)}・Eα)+(∂乃 チα)/∂T)[T,J]。一 ・(3'48)
こ こ に,
らチの一兼(寄 の)畷・
2野・一 爺(∂ 壕 の∂F
、謡の)NEa・Nli・)





式(3・50)を式(3・48)に代入すれば,式(3・44)で表 わされるような構成関係 を もつ物体 中を
伝播す る加速度波の伝播速度 を決定す る特性方程式 として次式 を うる。
d・tl鞍1デδ、、+0、チ1)U(1)一ρ、チ1)1-O
d・tl嘱 δ、、一 傷 ρ ひ② 一 ρ、12)1-0 } (3・51)
式(3・51)の2式は独 立に成立 し,か つU(q)に関 して6次 の方程式 になる。 このこ とか ら,加
速度波 は各相 を独立 に伝播 でき,各 相 に6個,合 計12個 の相 異 る波動 の存在 できる可能性 の
あるこ とがわかる。なお,式(3・51)の形 よ り拡散力(diffusiveforce)πiは加速 度波 の伝播
速度 に影響 を与 えない こ とも明 らか になる。
一相系の物体 の場合には式(3・51)の形 は
d・tlU2δ、,-Qi♂1-0
とな り,正の方 向 と負の方向に伝播す る波動 の伝播速度 は一致 し,こ れ を一組 の波動 と考 えれ
ば独立な波動は3個 とな り,上 で述 べた2相 系の波動 とはかな り異 なった もの とな る。これは
2相系の構成 関係 に相対速度 が入 るため特性方程式の中 にC.チα)σ(α)なる項があ るか らである。
す なわち,2相 系 を伝播す る加速度波の伝播速度 は,各 相 の相対速度 の影響 を受 け,正 の方向
と負の方向で異 ることを意味 している。
以上の ことは,各 相 が互 に相対運動 を行 なっている領域へ加速度波 が進入す る場合 に発生す
一50一
る現象であるが,静 止 した領域へ加速度 波 が進入する場合 を考 えると,波 面では相対速度 が0
になっているか ら,正 の方向 な らび に負 の方向に伝わ る波動の速度 は一致 しなければな らない。
これから応力 の構成関係 に対 する制限条件 が以下のよ うに誘導で きる。いま 瑠 α)がVd=0の
まわ りでテー ラー展 開可能であるとすれば,次 式 を うる。
P、チα)-H、1(α)+∬、ノ(α)Vl+E∫、躍(α)・轟+ll「J、.2(α)v、・。Vp+一 ・・(3・52)
こ こ に,丑 ノ1(α),丑ノ乞2(α),…… はTな ら び にFkia)の連 続 関 数 で あ る 。 式(3・52)を 式(3・49)1
に代入し次式をうる。
0、1α)一葛 、2(a)砂α)+H、、、li(α)v.!v}a)+丑〃 。£(a)・.・。IVfα)+……(3・53)





すなわち,応 力 の構 成関係 には相 対速度の1次 項 が含 まれない とい う結果 をうる・
5・52相 混合体中を伝わ る加速度波の振幅の消長
5・5・1加 速度波の振幅の消長を支配する一般的な方程式






ここに,()は ∂()/∂tを表 わ す。 式(3・55)の両 辺 に現 われ るjumpを 式(3・23),(3・44)
の関係 を用 いて計 算 し,式(3・55)よ り[鰹 α)]、を求 め る と次 式 の よ うに な る。
[(α∬t)]。一盟、チα)・チα)+λ、、。αチの・盃α)
一51一




・6撃 一、諾 評 ・轡 ・確・
±2∂綴 礎 ・N"a・一霊 轡 ・(・ ・57)
・ぽの礁 、講;、 撫 の囎 ±離 睾、論 ・吋
+、畿 量{謬穿・確・+、畿 翫 ・妙 ・㌍ 型
平霧霧)器%・確・干∂蒙器;評 幽 の壕・
一
、ろ鴛 静 島f㌔ 婚・+、孝 鰐 ヂ 婆 ・瞭 ・確・
±、穿謁藁 ㌦ 彦・吋 ±、ぞ器,勢 ・確・畷の
干∂£籍 麦 囎 ・%確・㌔ 叢窒髭 嬬 ・ %・確・




式(3・58)に現 われ る βは α=1の 時2,α=2の 時1の 値 を取 る もの とす る。
一 方,式(3・23)2を式(3・22)に代 入 し整 理 す る と次式 を うる。
[壕の]。一一噺 ・[転 ∫・・]。一塾 畷… チ・
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一U,a,ivEa・ll㌦,'響(,.59)
式(3・59)を式(3・56)の右辺第4項 に代入 し,そ れ を式(3・26)に代入 し整理すると加速度波
の振幅 を支配する方程式 としてつぎの2式 を うる。
(C、1')σ(1)+2σ♂ δ、、)響)一 ・≠・碑+・ 、、誰・艸
+(1∂ 鞍51)1∂ ㌦夕
ρ61)∂瑠)ρ1')∂Vd)σ①瓶 柳 ・確 ・妬)[九 払乏・]、
+浄(∂ 船1)∂T)[
∂鐸 、t]1(・ …)・
(一〇、勉 ②+2σ6δ、)響 一婿 ・岬+紹 碑 翠




・卿 剃 ・一・鞍・艶 磯 チの(讐の畷・ +鞍・響 の)
(3・61)
式(3・60)1はA(1)相を,(3・60)2はA②相 を伝 わ る加 速度 波 の振 幅 を支 配 す る一般 的 な方程式
で ある。 しか しこ の方 程式 は右 辺第3項 に[㌔ ,差α)]、,第4項に[∂2T/∂X差α)∂t]、な る項 が あ
り,加速度波の振幅 のみからなる常微 分方程式に変換することができないため,こ れ以上一般的
な考察は行 な えない。以 下波動の伝播形態 に制限 を加 えるこ とによって,こ の困難 さを取 り除
き,加 速度波 の振幅の消長 につ いて調べ ることにす る。
5・5・2一 定方向に伝播す る平面的な加速度 波の消長
以下 この節では,式(3・60)に対 しつ ぎのよ うな仮 定 を設 ける。
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[∂2T∂xka)∂t]a-・(・ ・62)
式(3・62)が成立すれ ば,式(3・60)の右辺第4項 は0と なる。第3項 を除 くために一定方向
に伝播す る平面的 な加速度波 を考 え るこ とにす る。
いま,波 動の伝播す る方向 をx!α)方向に固定すれば次式 を うる。
Ni(α)-1,亙 疹α)==N6α)-o
平面的 な加速度波 を考 えるか ら,変 形 は次式 で表 わ され るような もの とな る。
躍チα)-Xチα)+・チα)(X1,の
こ の場合,壕 α)は次式 の よ うにな る。
㌍ 一一 一(1十u1,100u2,110
u3,101)
い ま,次 式 で4チ α),B`チα)なるテ ン ソル を定 義 す る。




式(3・61),(3・62),(3・63),(3・64)を用 いれ ば,式(3・60)は 次 式 の よ う に書 きなおす こ と
が で きる。
(±B、チα)σ(。)+2σ(。子δ、、)響)-4・ ・Ea・+a、、:a・・fa・a:a・
+(4チα)干B調%一 嘱 δ、、)[射 α)]α(3・66)
一方・以上 のような変形場 にお ける式(3・48)は,式(3・50)を考慮 して 次式 の よ うに表 わ
せる。




t以下では,!窃のとB`チα)がともに対称テ ンソル になる よ うな場合 を考 え,式(3・68)の固有値
とし,α=1,2に対 し,各 々相異 る6個 の実根 が求 まる場合 のみ を考 えることにする。い まα
相の β番 目の固有値 をU(α)fiとし・ これ に対応す る式(3・67)の左固有ベ ク トル を{ebチα)}とす
れば次式をうる。
β6チα)(オ、チα)干B、5α)U(。)fi-Ui(。)多δ、、)=・O(3・69)
一方,4∫ α)と瓦 チα)の対 称性 の仮 定 よ り αチα)とβ6チα)との間 には次 式 が成立 す る。
・5の一 ・>a)・βゐ∫の(3・70)
式(3・66)の両辺 に{β6P}を 左 か ら乗 じ,式(3・69)の 関 係 を考 慮 す れ ば次 式 を うる・
,・ρ(4∫α)+σ(。)βδ、、)宅≠ 一,・ρ 稽5の・チの+幽 、。α鯉(・ ・7・)
式(3・71)に式(3・70)の関係 を代入 し整理すれ ば次式 の関係 をうる。
H>a・響)-E>・)・P・a・+D>・)・契 (・ ・72)








ψ・(の一ご榔 面・…(のイ 榔 幽 ω面
(3・73)
(3・74)
こ こに,σ(α)(0)はσ(α)(t)の初 期 条 件 で あP.ψ(α)(t),1(α)(t)は次 式 で与 え られ る・
(3・75)
式(3・74)は各相 に独立 に成 立する式であ り,か つa>1)σ渉2)のよ うな積の項 がないことがら・
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各相 を伝 わる加速度波の振幅 は相 互作用 を しないことがわか る。 しか し,こ れ か ら,あ る相 を
伝播す る加速度 波の振幅 に他相 の物体が影響 を与 えない とい う事はで きない。式(3・75)で定
義 される ψ(α)(のは波動の伝 わ ってい る相 の物性 だけでは決定 できないか らである。
この場合,式(3・74)で表わ され る解の性状 をColemal皿等12)による方法 で分類する と以下
の ようになる。
ψ(α)(t)・1(α)(t)は0≦t〈toで連続 でt→toの とき有 限値 ψ(α)(to),1(α)(to)をもち,
1(α)(t)は0≦t≦toで単調関数 とすれば
①sgnσ 契(0)=-sgnl(α)(t)あ る い は,sgnσ 〉の(0)=sgnl(α)(t)でも1-〔 拶α)(0)1(α)(to)
>0な ら,o>a)(t)は[0,to]で 有 限 値 を も つ 。
②sgnσ 》α)(0)=sgnI(α)(のか つ1一 σ〉α)(0)1α(to)〈0なら,σ 〉α)(t)は(O,to)の 領 域 で
無 限大にな る。
③sgnσ>a)(0)=sgnI(α)(t)か っ1-a>の(0)1(α)(to)=0なら,σ 〉α)(t)は[0,to」で 連 続 で
t→toの とき単調 に無 限大 に な る。
5・5・5一 次元的加速度波 の消長
以上一定方向 に伝播する平面的な加速度波 の振幅 について述べたが,振 幅の消長 におよぼす
温度の2階 微係数 の影響 については,式(3・62)の仮 定 を設 け,無 視 していた。以 下ではこの
制限 をな くした場合,加 速度波 の振幅の消長 がどの ように変化 す るかにつ いて考察 を加 える。
なお・これ を温度効果 と呼ぶ ことにす る。問題 を簡単 にす るため一次元的な波動のみ を取 り扱
う。
一次元的な波動 を考 えるか ら,各 変量の成 分 を表 わす添字 は省略 し,相 を表 わす(α)はすべ












,。箒 の[、 纂 ∂t]。(・ ・78)
こ こ に,μ(α),λ(α)は式(3・57),(3・58),(3・61)よ り次 式 の よ う に 表 わ さ れ る 。
・・ωμ・一、畿
、㌔汗 、箒 競 脇 ・一辮(謝%・
+謙 ♪・δ±募舞(識 ゲ耐 ±、1舞 諺♂
・2∂叢 脇 ・+鐸 ω脇 デー ∂;争脇 、
干・・g・(F…))U…F・(・)、無 ・±・ω壽 σ・げ
一・U、a,`農・・平讐 ・讐 ・(・ ・7・)
・・(a・・@一一謙%・ ±2∂1撫 ♂一∂1卸(・ …)
式(3・78)の右辺第3項 のjump[∂2T/∂X(α)∂t]aの値 をエネル ギーの釣合式 を用いて,加 速
度波の振幅の関数 として表示 する。式(3・16)より一 次元的 なエネルギーの釣合式は次式のよ
うに表わ され る。
・r+・(v・1)-v②)+凄
1{蒜 。、+ρρ㈹ 刀署、ε+読 。P④ 船 ・}一・(・ ・8・)
式(3・81)の両 辺 のjumpを とる と次式 を うる。
一右[∂9
∂X(α)]副 窃 ε]癒 ㌔ ・[k・a・」・一・(・ ・82)
式(3・44)より ε=ε(T,F(a)),9==g(T,E(α)・v・9)とな る か ら・ 式(3・82)でこの 関係 を考
慮 し式(3・23)の関係 を用 い る と次 式 を うる。
券 籍 一(一舐,± 嘉 σ・・一ρρ…F・a・銑,u・a・
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・ ρρ・躯 魂 脇 ・)・a)(・ ・83)
式(3・50)で示 した 同温 過 程 の仮 定 と,式(3・22)の1次 元 的 表示 式 に ψ(α);Tとお くこ とにょ
っ て次 式 を うる。
[7]…-U・)[銑
、]。一%ノ[鵡]・(・ ・84)
式(3・83)と(3・84)より次 式 を うる。






式(3・85)を用 い式(3・78)より[∂T2/∂t∂X(の]、を消去する と,一 次元的 加速度 波の振幅 を
支配する方程式 として次式 を うる。
(ρ、。+嘱)窪 ω 一(・、。,+・@)・(。)+・、.,・、。子(・ ・87)
ここに,θ(a)は温度 の影響 を表 わす係数 である。振幅 α(α)は式(3・87)を積 分す るこ とに よ り
次式のよ うに与 え られ る。
1霧ili-1讐羅 と)(・ ・88)
こ こ に,α(α)(0)はα(。)(t)の初 期値 で あ り,φ(α)(t)ならび に1(。)(t)は次 式 の よ うに 与 え られ
る。
ψ・の(t)一礁 箒 ・ …)(t)一で ρ論 幽 ・・…(・ ・89)
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式(3・88)の解の性質 は式(3・74)の場合 と同様 に分類できるので省略 する。 なお,温 度 効果
を無視 した場合の解 は ψ(α)(の中 μ(。)+θ(。)をμ(。)に置 き変 えるだけで求 まる。
いまA(1)相中を正の方 向 に伝 わる加速度 波が静止 した均一 な揚へ進入する場合 を考 える。こ
の場合 に は・-F(ぷ(∂Fa)/∂X(1))+・i(1∫な らび に%)は0と な りFa)は一 定 値 とな るか ら,qa),
Ua),μω,λa)ならび に θ(1)は時 間tに 無 関係 な定数 に な る。 これ か ら,式(3・88)ならび に式










式(3・90)では μq)とθa)がμ(1)+θ① な る関 係式 のみ で含 まれ る。一 方,式(3・91)よ り μ(1)
は拡散 力 πのみ に 関係 して お り,θ(1)は式(3・85)よ り温 度 効 果 を表 わす変 数 で あ るか ら,拡
散 力 な らび に温 度 効 果 は加速 度 波 の振 幅 に同等 な影 響 を与 え るこ とが明 らかに な る。






式(3・90)と式(3・92)を比較 す る と,拡 散力な らびに温度効果 は加速度波 の振幅の消長 に大
きな影響 を与 えるこ とが判明 す る。
5・6結 論









(4)加速度波の伝播条件 か ら,相 対速度の応力におよぼす影響 は2次 以上 の オー ダーになら
なければな らない。
(5)2相系 を1云播す る加速度 波の振幅 を支配す る方程式 を求 め・一定方向へ伝播す る平面的
加 速度波の振幅 の時間的挙 動 を調 べた。2相 系 を構成す る物体 の物性 と初期 条件 によ り・振幅
は時間 とともに増大 し発散 して しま う場合 と,時 間 とともに減少 し滑 らかな波動へ遷移 す る揚
合 とがある。加速度波 は,前 者の場合 には衝 撃波 に形 を変 え後者 の場合 には単純波 へ とその形
態 を変化 させる。
(6)一次元的 な加速度波 を対象 とし,拡 散力 と温度効果 の振 幅の消長にお よぼす影響 にっい
て考察 を加 え,両 者は振幅の形状な らび に消長 に大 きな影響 を与 え,そ の効果 は同等 であるこ
とを示 した。
以上が本章における結論で あるが,地 盤 中を伝 わる地震波な どの問題 を解析 してゆ くために
は,本 章で取 り扱 った ような不連続な解 ではな く,地盤 内 を伝播す る非線形調和波動 について
の特性が明 らかにされ なければな らない。なお,加 速度波 よ り不連続性 が1階 高 い衝撃波 につ
いては今後 の研究 にまたねばな らない。




























































































28)後 藤 尚 男,佐 藤 忠 信:飽 和 し た 多 孔 質 弾 性 体 中 を 伝 播 す る 非 線 形 波 動 に つ い て ,土 木





31)土 岐 憲 三,佐 藤 忠 信:二 相 混 合 体 中 に お け る 加 速 度 波 の 性 質,土 木 学 会 第27回 年 次









36)土 岐 憲 三,佐 藤 忠 信:粘 弾 性 体 中 を 伝 播 す る 不 連 続 面 の 性 質,土 木 学 会 第28回 年 次









地盤中 を伝わる非線形波動の性 質を調べ るため,こ れ まで単純波 と不連続面の伝播形態につ
いて若干の考察 を加 えてきたが,1・2)単純 波 は解の性 質上一定方向に伝わる単調な波動のみ しか
表現できず,ま た不連続解 は波面(wavefront)の性状 のみ しか明 らかにな らない か ら,地
盤 内を屈折や反射 を繰 り返 しなが ら伝播す る周期的な波動 を取 り扱 う揚合 の解の表現形式 とし
て用いることは不可能で あった。1次 元連続体 中を単一方向 に伝播す る非線形調和波動 につい
ては,Caughey3)が弱いBi-linear履歴 を有す る物体に対 し振幅位相 除変化 法を用 いて解析解
を求 めているが,こ の解 も反射波が存在す るよ うな地盤の震動問題 に対 しては適用 できない。
一方,こ の数年の間に土の動的応力 ～ひずみ関係の性状 が詳 しく調べ られるよ うにな り,ひ
　　 　ヨ
ずみが10～10の 領域 に入 る と応力 ～ひずみ関係の非線形性 がかな り大き くなることが明
らかにな って きたため,4'v8)非線形 挙動 をす る物 体中 を伝 わ る周期的 な波動 の伝播問題 を解析
する必要が起 ってきた。
地盤の振動特性 を解析す るこれまでの手 法は大き く3つ に分けるこ とができる。1つ は地盤
を構成す る土 を線形弾性 体 と考 え,重 複反射理論 に基づいて地盤 の振動性状 を波動論的に取 り
扱 う方法 である。9)もう1つ は,土 の動的 な ひず み依存 性 を考 慮 して複雑な地層構成系の応答
解析 を行な うた めに地 盤 を有 限 な振 動系 に置 き換 え,系 の振動性状 を調べ る方法である」0・11)
この場合 には剛な基盤面 での運動特性 を仮定 しなければならないから,こ れ によって表層地盤
の運動は拘束 され,か つ上方の層 よ り基盤層 を通 じて下方へ伝播す る波動による逸散減衰 を評
価できない とい う問題 が ある。3番 目の方法は波動論的立揚 に立 ち,土 の応力～ひずみ関係の
非線形性 を考慮 して数 値解析 を行 な うもので ある。 これには,土 の応力～ひずみ関係 をBi-
1inear系と仮定 し階差法によって表層地盤の震動特性 を解析した岡本,伯駈 藤野 らの研究}2」3)土
の応力 ～ひずみ関係 を双 曲線 で近似 したHardinらの結果14)を用い,特 性曲線法を用いるこ とに
より,表層地盤内の地震時応力 について考察 を加 えた著者 の研究15)などがあ るが,いずれ も数
値解析 であるので非線形解 の一般的特性を とらえるにはかな りの計算量 を必要 とす る。
ここでは,非 線形有限 ひずみおよび減衰機構 を含 めた波動理論 を構成す るための試み として・
等価線形化 手法 を用 いるこ とによ り,履 歴特 性を有する物体か らな る地盤中を伝 わる調和波動








4・2・1解 の 構 成
地盤 をVoigt形の非線形粘弾性体か らなる と考 え,せ ん断弾性係数 μな らびにせん断粘性係
数 ンが地盤内に発生 しているせん断 ひずみの大 きさを表わす指標roと 深 さZの 関数 で与 え ら
れ るもの とする。すなわち,
μ=μ(r。,z),ン ー ッ(x。,z) (4・1)
地盤 内を地震波のよ うなランダムな波動 が伝わる場合 にはroの値 を一義 的 に定 めるこ とはで
きないが・単一周波数の調和波 が伝播する ときには,roの 値 として地盤 内に発 生 す るひ ず み
の振幅 を用いれば よい。 ここで はこのよ うな場合のみについて考 える。以 下で調和波動 とい う
場合には単一 の周波数成分 か らなる調和波 が伝播 す るこ とを考 えている。
図4.1に示 した よ うに表層地盤 の上か ら1番 目の
層獅 出し・これを・個の薄層に細分し・この薄 一7
層 の中では μな らびに ッが一定値 を取るもの とする。 ・
μとvはr・ならびにzの 関数 で あるが・1つ の薄
.st、、b.1、,.,
層内では層の適 当な位置での値 を代表値 として用 い_ZI
lthLayer
れば このよ うな仮 定が可能 にな る。以上の ような薄th5ub・hン 。・IZj
層 から構成 され る地盤 を考 え,重 複反射理論 を周波ths、b.1、 ン.,
数 領域で適用 し,式(4・1)のような物性 をもっ物体:
中 を伝わる調和波動解 を求め,そ の後薄層の層厚 を
NthL●yer
無限小,す なわち,nを 無限大 にす るこ とによ り非
線形調和波動の解 を構成 す る。
いま,グ 番 目の薄層での μ,μの代表値 を μノ,㌧
図4.1地 盤 構 成とすれば











ここに・ ωは円振動数・i=v=丁 である・式(4・3)を式(4・2)に代入 し,周 波数領域での変
位U,・に関す る方程式 を求 める と次式 となる。
(ろ+柳 農 即 ・9-・(・ ・4)
ノ




である・ なお αノ・ら な る変数 はノ薄層上端 における周波数領域 での上昇 波 と下降波 を表わ して
いる。
グ番 目の薄層の層厚 をhノとすれば・(ノ'-1)番目とノ番 目の薄層の境界での変位 ならびに応力
の連続性 よ り次式が求 まる。
(ljl)一[t・・一・](ll二)

















こ こに,[T∬]な る マ トリック スは次 式 で 与 え られ る・
[T']一[ti-、][ti.2」……[t2」[t・](4●13)
式(4・5),(4・12)より各薄 層 上端 で のUiな らび に ひず み の周 波数 領 域 で の表 現 り は次 式の よ
うに与 え られ る。
顎:1二肱 鱒 謂 競 写彦)b、}
こ こ に,丁 湯(1,m=1,2)は[TI]の 成 分 を表 わ す・
式(4・8)を式(4・13)に代 入 し 吻 の べ き乗 順 に整理 す る と次 式 を うる。
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・exp{一・(ノー 1tsτqΣPぬ一2ΣP轟+2ΣP轟 一2Σ アぬ+2ΣPk
k=1k=1k=1た=1た=1)}
儀 Σ 熊 翼 ・,一 堀 ξ㌦鉱 ξ・、氣 鼠 ξ㌦鳳 ξ㌦蹴 ξ・濫 ξ・




を行 な う。 この場合 Σ窺 毎 の項は積分式(4・15)・v(4・18)で薄層の分割数 を∞ にす る操作
表示 に変換 されるから7麗 は1層 の座標ZIの 関数 として表 現で きるこ とになる・ また ξ9の相
乗積 は λ1(ZI)なる関数 に・η9はκ1(ZI)CIZIなる関数 へ と変 換 され次式 で表わ され るよ うな関
係式 にな る。なお,こ の関係式 の誘 導は4.2・3で詳 しく述べ る・
1:1:蘂鉱)}(・ ・19)
こ こに,Pi(Z1)は1層 の深 さZIで の イ ン ピー ダ ンスで あ り,式(4・11)よ り次 式 とな る。
Pi(Z、)一ア、(7♂(Z、),Z、)・{μ、(7♂(Z、),Z、)+i・DV、(r♂(Z、),Z、)}(4・20)
上述 した操 作 を行 な うこ とによ り,式(4・15)～(4・18)は次 式 の よ うに書 きな おせ る。変 数 に
付 けた添字1は1層 で の変数 を表 わ して い る。
・1f(Z・)一・・(Z・)[・叫 ろ醐
+£㍉(・ ・)虐(・ ・)・叫 ろ・・吻 一・・極 ・+・で 醐 ・・、面 、
→一%ろrCI(x4)Jガ4rCI(x3)fi3rcl(x2)'κ1(Xl)




・exp略 吻 一・・'醐 ・ズ ・画 一・・%㌔ 吻+・ ・兆㌦ ・・
一・で2・
・吻+・ 純%、 面}a・、al・・,・t・r,岬・,・、+・・・…](・ ・21)
T,i(Z,)一・・(Z・)[孔㍉(・
・)・xp{・%㌦・・一・・べ 畔 ・1
+4ろ・・(・)存 ・)べ竹(・1)・xp{鳩㌦ 伽 一・・'・
、・・+・・べ 乃吻
一・・べ 剃 岬 ・
・暢 ろ・・(・)兆㍉(・・)ギ魁 鞠権(・、)ポ・、(・1)
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・露(Z・)一・・(Z・)[・XP(一イ ・・a・)弟 ・(・)る㌦(・ 、)・xp{イ 争、吻+・ 薦 ㌦ ・・
一・・唐 ・・}岬 ・・+%%(・ ・)4㍉(・)で3・・(・、)兆㍉(・、)
・・即{一 イ1醐 ・イ4・… 一・で3・・a・+・で2・・面 一・で1・・aw}dirlct`v2ctt3ala4
弟 ・(・、)£㍉(・,)る鞠・、(・、)4㍉(・,)%㍉(・ρ£㍉(・ ・)
・・xp{イ ∬・…+・ で5・抑 一・・兆㌔ ・・+・で4… 一 ・で3・・吻
+2・∫ ㌔ 己・-2i∫"1P、a・}dn、da、da,d・、d・、・la7600
十](4。24)
以上 の よ うに,1層 の深 さZIで の[Tl(ZI)]の表示 式 が求 ま るか ら,式(4・12)のal,blを





ここに,A∬,BIは1層上端における周波数領域 での上昇波 と下降波 を表 わす変数 で境界条件 よ






とすれば,7♂(ZI)は1層の深 さZlでのせん断ひずみ振囁 にな り・ θ1(ZI)は入射 波 とひずみ
の位相差 を表 わす ことになる。
以上で式(4・1)のような物性 をもつ物体 中 を伝播す る非線形調和波動 の解が表現で きたわけ
で あるが,式(4・21)～(4・24)で表わ され るマ トリックス[TI(Z∬)]の成分 は β∬(Z∬)ならび
にPI(Z1)の複雑な関数 となっている。 これ らの値は式(4・20)などか ら明 らか な よ うにひず
み振幅7♂(ZI)の関数 として表わ され るか ら,式(4・21)～(4・24)の積分 を直接行 な うことは
できない・ここでは 承Z1)の 第1次 近似 として線 形解 の値 を とり,こ れ を用 いて β,(Z∬)と
PI(ZI)を計算 し,式(4・21)～(4・24)に代入 しその数値積分 を行 ない[TI(ZI)]を求 める。
この[TI(ZI)]を用 い 承Z1)を 計算 し,ふ たたび数値積分 を行 な って[TI(ZI)]を計算する。
この ような計算 を繰 り返 し7♂(ZI)がある一定の精度 内に入 るまで繰 り返 し計算 を行 な うこと
に よ り非線形解 を構成 す る。 この よ うな操作 を行な うためには,境 界条件 よ り,式(4・25)に
現 われ る未定係tWAIならびにBIの値 を定めなければならない・これについては以下 で詳述する。
4・2・2波 動伝達特性の表現
以上の ように・1層 での非線形調和波動の一般解 が表現 できたので,以 下一般解 に現われる
未定係数AI,BIの値 を入射波に よって表わす。















(1)基盤 層 の 上昇 波 が既 知 の場 合






1=NとしたときのAN+1,BN.1は基盤層上端での周波数領域 での上昇波 と下降波 を表わ
(4・35)
をうる。 い ま基盤 層 上端 で の上昇 波 と してfoな る振 幅 を もつ 調和波 動 が与 え られ る と,式(4












地表面の強制変位力Ψ`ω`なる調轍 で与えられ・この翻 によるエネルギーカミ基鵬 を
通 じ鉛 直下 方 へ逸 散 して い る もの とす る。 この揚 合,基 盤 層 内で は下 降波 しか存 在 しな い か ら,
次 式 を うる。
AN.1-0(4・39)
一 方 ,地 表 面 で は次 式 が成 立 す る。
A1+B、-Uf(4'40)





い ま,地 盤 が単一の層か ら成 り立 ち,基 盤層が存在 しないよ うな場合 を考 えると,地 表面では
上昇波 が0に な らなければならないから,式(4・27)で1=1,Z1ニ0と置 き71孟(0)=0なるこ
とを考慮すれば次式 をうる。
Al=0(4●42)
したがって,こ の場合 には次式 となる。
B・-Uf(4・43)
す なわち,任 意深 さでの上昇波 と下降波は次式で表 わ され る。
‡諜 綴 劣}(・ ・44)
(4)地表面で強制力 を受 ける場合
地表面での強制力が τoetqで与 え られ,基 盤層 が存在す る場合 には,基 盤 層で式(4・39)が
一74一
成立 し地 表面 では次 式 が成 立 す る。
`μ・(0)P1(0)(A・-Bl)一・。(4 ・45)




また・地盤 が単一層 か らな り基盤層が存在 しない場合の上昇波 と下降波はそれぞれ次式 となる。
二:;:1:1:1綴::;:::一‡諜 }(・ ・47)
4・2・5λ1(ZI),κ1(Z∬)に関する考察
表層地盤の1番 目の層 内のせん断弾性係数 ならびにせん断粘性係数 が深 さZ∬に関 し任意階
微分可能な関数 とし,これ らから構成 され る複素波数Pi(Z∬)も同様な性質 をもつもの とすれば,
式(4・20)で表わ され る β1(Z1)も任 意階微分可能 な複素数値関数 とな る。いま1層 をn個 の
薄層 に等分割すれ ば・各薄層 の層厚 梶 はH∬/nと表わ され るから・式(4・2)に現われる 考・
ンノの代表値 として薄層上端 での値 を取 るこ とにすれば・式(4・11)で定義 され るP」は次式 に
よって与 え られ る。
Py-Pi(Z・)1。、-ii、i=HI(,一・)ん(4・48)
k=1
い ま・深 さH∬(ブー1)/nをあ らたにZJと 表 わす ことにすれ ば λ1(ZI)はξkの無 限積 に よ り次 式









一方 ,魚/βk+1は次 式 の よ うに書 きなお せ る。
£1i一義 一・÷ ・(・)(・ ・51)
ここに,ekは薄層 の分割数 が大き くな ると0に 近 づ くよ うな複素数値変数 である。 これか ら,
式(4・50)の右辺第2項 をekとおけば次式の ように表わ され る。
・・一去{β と1-(β
た.1)%}2一圭(舞)2+・(・ ・)(・ ・52)
また 屠(ZI)の微分可能性 よ り次式 を うる。
・、一糾+・(△ZI)一 尋+・(÷)(・ …)
こ こ・・,△Z、一争,fii-・β、(Z、)/CIZ、1。






















,一..瓢..1螺 ÷ ・・,一熟 一..1・繰)1-・であるか ら,
・・(・)は(β・/弓)Y2に棘 す る・式(・ ・48)より β、一β、(・),P,'一β、(Z、)とお け る か ら次式
を うる。
λ・(Z・)一{β・(・)/βi(Z、)}%(、.59)
κ1(ZI)dZIは琴 よ り求 まP次 式 で表 わ され る。
「c・(Z・)己Zr
戸 認 。一..・・」-1(・ …)
ただし
房 一 彦 一1吻一1= ・fi
」(4'61)
β∬(ZI)の微 分 可能 性 よ り
房 一・=房 一弓'△Z、+0(△を(4・62)
と表わ され るか ら
£・(z・)・Z・一
、一識 一..{髪 △z・+・(△4)}







ここでは,履 歴復元力特性 を有す る応力～ひずみ関係の等価線形化 を行な う。要素 は定常な
調和振動 を行なってい るもの とし・等価弾性係数Pt,gは・各ひずみサイクルの ピー ク値 と原点
を結ぶ直線 の勾配か ら求める。等価粘性係数v。9は・各 ひずみサ イクルの ピー ク値がroな る
履歴復元力特性 をもつ要素の1サ イ クル当 りのエネル ギー損失 とVoigt形粘弾性体 からなる要
一77一
素 の1サ イクル当 りのエネルギー損失 とを等値す るこ とによって求 める。
いま,ひ ずみが振幅ro,周期2π/ωなる単一調和波で表現 され るもの とすれば・Voigt要素
の1サ イ クル当 りのエネルギー損失△砺 は次式 の ように与え られ る。
△M。・=・ω73(4・65)
なお,等 価減衰定数 は次式で定義す る」7'18)
C・g一毒 妾(・ ・66)
ここに,△MLは履歴復元力特性 をもつ要素の1サ イクル当 りのエネル ギー損失・Mhは 履 歴復
元力特性 をもつ要素 の1サ イ クル 当 りに受けわた しされるエネルギーの絶対値 である。式(4・
66)の定義で問題 になるのは殊 の取 り方であるが・ ここでは等価 弾性係数Pt。gを用 い次式 で
与 えられるものとする。
Mh一μ。,r8(4・67)
な お・履 歴復 元力 特性 を もつ 要素 の等価 粘 性係 数v、gが 明 らか にな れ ば ・式(4・65)を参 照 し・
△穐 は次 式 の よ うに表 わ され る。
△〃Z-・ ・,,ωr♂(4・68)
式(4・67),(4・68)を式(4・66)に代 入 すれ ば 次 式 を うる。
4・一瑞19(・ ・69)
(1)Bi-linear要素 の等価弾性定数 と減衰 定数
図4.2に示す よ うなBi-linearな応力～ひずみ関係 を考
え る。 この要素は降伏点(ry,τy)までは μ1なるせ ん断剛
性 をもち,降 伏後 は μ2なるせ ん断剛性 を有す るもので あ





式(4・65)と(4・70)を等 値 す る こ とに よ り,tOッ。gが次 式の
















なお,式(4・69)で 定義 され る ζ,g





の関係 を弾 塑性 傾 斜 率 π をパ ラ メ
ータ として 示 した 。
(2)Jer皿ings要素 の 等 価 弾 性 定
数 と減衰 定 数
図4.4にJenningsによって与 え
られ た履歴 特性19)を有 す る応力 ～
ひずみ 関係 を示 す。skeltonなら
びに各branchの曲 線 の 方 程 式 は



















































この場合要素 の1サ イ クル当 りのエネルギー損失 は次式で与 えられ る。
△艦 一・例 ・,(r-lr十1)(争 γ月ヲ
(4・77)
式(4・65)と式(4・77)を等値す るこ と





等 価弾 性定 数 は次 式 で与 え られ る。
μ,g-・/r・(4・79)




図4.5,4.6に4,gな らび に μ。
g/μ1
(μ1=τy/ry)とε=ro/ryの関係 を示
した。Jennings要素 の特 性 を定 め る
パ ラ メー タは αと γの2っ で あ るか
ら,図4.5は α=0.1と しrを 変 化
させ た時 の もの であ り,図4 .6はr
ニ3と しαを変化 させ た時 の もの で
あ る。
(3)Hardin等に よ る土 の 等 価 弾性
定数 と減衰 定数




































等叢 織 卸讃 鴨 鶴 場合)
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体のね じり単純繰 り返 しせん断試験 による多 くのデー タから,せ ん断応力 とひずみの関係 は双











ここに,ryは完全弾塑性 要素 の降伏 ひずみ に相 当す る値,μ1は 初期せん断弾性係数,傷 はro
が非常に大き くなった ときの減衰定数 である。いまah=1/ryとお きPt,gとζ、gにおよぼすahの










ここに,αμは弾性係数 に対す る,αζは減衰定数 に対 する非線形度パ ラメータである。 なお砂
に対す る ζ,gのこれ までの研 究 結果 に よれば・ζ。gは周波数 に依存 しない値 で あるこ とがわ
かっている避)
以上履歴特性 を有す る要素の等価減衰定数 につ いて考察 を加 えたが,こ のほかに純粋 な粘性
にともな う減衰 が存在す る。いまこれ による減衰 定数 を ζ.として,両 者 を含めた減衰定数 ζ
を次式で定義す る。
ζ一ζ,,+ζ,(4●85)
なお,ζ.に関 しては,ひ ずみ速度依存性 の もの と非依存性 の ものに分 けて考 えるこ とにする・
この場合,ζりの周 波数領 域 にお ける表 現 は次式の ように表わ されることになる・
ζ.=ωん.(ん.一 定):ひ ず み速 度依 存性
ζ.=ζ..(ζ..一 定):ひ ずみ速 度 非依 存 性 }圃
一81一
で 取れば解の精度が満たされ るかにっいて吟味 したものであ
る。数値計算 は式(4・21)～(4・24)に基づいて行 な ってい
る。応力～ひずみ関係はHardin形の ものを用 い αμ=αζ
=500,ζm=0.33,基盤 層上端 での上昇 波 の加速 度振幅
foを20㎝/sec2とした場合 の地 表面の振幅特性12A1/
fo1をηノの展開 次数 をパ ラメータとして示 してある・こ
れ から展開次数 は2次 程度
4・4数 値 計 算 例
4・4・1.数値解の精度についての検討
以上に述べた解析手法 を用 い具体的な数値計算 を行 な う。地盤層 は表層 と基盤層 の2層 から
構 成 され るもの とした。なお問題 を簡単にす るため,基 盤 層 は均 質 な線形 弾性 体 と した。計
算 に用 いた地盤特性 を表4・1に示 した。式(4・15)～(4・18)に現 われ る ηブは薄 層 の数 が。。に
な ると0へ 近 づ く性 質の ものであるか ら,ηグに関す る展 開項 はあ ま り高 次 まで取 らな くて も
良いことが推察 され る。図4.7はηiの展 開次数 を何 次 ま
表4.1地 盤 構成
で十分 な数値解 を与 えるこ
とが明らかになる。なお,
式(4・21)～(4・24)に現 わ
れ る積分 は数値積分 によっ
て いるから,積 分点の数 も
問題 になる。図4.8は積分
点の数が解の精度にお よぼ
す影響 につ いて示 した もの
である。計算条件 は図4.7
の揚合 と同 じもの を用いて
いる・ これ から積分点の数
が25程 度 になれば十分な

























4・4・2応 力～ひずみ 関係が周波数伝達特性 におよぽす影響
ここでは・基盤層上端での上昇波の加速度振幅 為 が与 え られ た場合 の地表面の加速度応答
倍率・その位相特性 な らび に基盤層 と表層 との境界面での加速度応答倍率にお よぼす応力 ～ひ
ずみ関係の影響について考察 を加 える。 これ らは式(4・36)を適 当 に変形す ることによって次
式のように与 えられ る。
難 鷲 爆撫1驚副 一
なお,地 盤特性はす べて表4.1のもの と同 じものを用 いる。
(1)応力 ～ひずみ関係 がBi-linear要素で与 えられ る場合
計算 に用いたLt・gならびに ζ。9とro/ryの関係は図4・3で与えられ る・図4・9はfo=50cm/
sec2・ry=5×10-4・ζ=ζ、gとした場合の地表層の応答特性 を弾塑性傾斜率nを パ ラメータと
して表示 した もので ある・ 図(α)の ψ.は地 表面で の加速度 応答倍率 をゴ(α)の勉 は表層 と
基盤層 との境界 面 での加速度 応答倍率 を,(b)は地表面の応答の入力に対する位相特性 を,
(c)は表層 と基盤層 の境界面 でのせん断応 力の入力 に対す る応答倍率 を示 している。線形系の
応答は地盤 のせん断弾性係数 を初期せん断弾性係数 μ1に等 しい と して求めた。図か ら明 らか
なように,こ こで用 いた入力,降 伏 ひずみの場合 には,1次 モー ドが卓越す る領域(こ こで用
いた地盤モデルではO～6.6Hzの領域 に相 当す る)で は弾塑性傾斜率nが 大 きくなるにつれ
て地表面の応答倍率 は減 少す る。応答倍率の曲線は共振点 よ り低周波側では,線 形のものか ら
滑 らかにずれるが,共振 点 より大きい ところではπに関係 しないある特定の周 波数で屈曲 して線
形のもの と一致す る傾 向のあることがわかる。なお共振振動数 はnが0.8程度 まではnの 増加
とともに減少 するが,nがO.8以 上 になると応答 倍率 の 曲線 はかな り平坦 にな り明確 な共振
点 を定 めに くくな り,nが1.0に近づ くと,共 振振 動数 は応答倍 率の 曲線 が屈曲す る点の値
に一致す るよ うにな る。また,地 表 の応答 の入力に対す る位相 は πが大 きくなるにつれて線形
のもの よ りお くれ るこ とも明 らかになる。以上 は1次 モー ドの卓越する領域 での結果であるが・
2次以上のモー ドが卓越 する領域では,nの いかんにかかわ らず,周 波数特性 は線形系の もの
とまった く一致 して しま う。これは高次のモー ドが卓越す る場合 には地盤内に発生す るひずみ
振幅の大き さが,1次 モー ドの卓越す る場合 のものよ りかな り小 さくな り・降伏点ryを 越 え
るようなひずみが地盤内に発生 しな くなるため と考 えられ る。 このことは地盤の震動問題 を取






































































図4.9Bi-1inear要素か ら求 まる等価 弾性係数 と等価 減衰定数
を用いた ときの周波数伝達特性(f。=50cm/sec2,nが変化する場合)
こ とを意味 してお り,周 波数 の全領域 にわたって一様 に作用す る粘性減衰 が存在す る場合の応
答特性 とはかな り異 った ものにな る。このこ とを明 らかにす るために,ζv.の値 を0,2,5,10
%と 変 えた場合の各種応答特性 を示 したのが図4.10である。いず れの応答特性 も減衰のきき
方 は高周波数領域 で著 しく,Bi-linear履歴 減衰 のみ を考 えた図4.9のもの とは高次 モー ドに





































は,1次 モ ー ドの卓 越 す る領域 で最 大値 を示 し,振 動 モ ー ドが高 くな るに した が って・小 さ く
な るこ とが明 らか で あ る。
〔2)応力 ～ひず み 関 係 がJennings要素 で与 え られ る場 合
まずJelmings要素 のパ ラメー タの うち,rを変化 させ た場合 について考 える・α=O・1として・rを
3,5,11と変 化 させ る。 計 算 に用 い た μ,qならび に ζ,qとro/ryの関 係 は図4・5に よって与 え
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られ る。 この関係 はr=1の 場 合 は線 形 要 素(μ,9=Pt1・ζ,g=O)にな り・r=。 。の 時 に は 完 全
弾塑 性 要素(式(4・73)・(4・74)でn=1)に 一致 す る。 す な わ ちTが 大 き くな る とro/ry〈1
の範 囲 でlt、gはμ1に・ ζ、gは0に 近 づ くこ とに な る。 図4・11はfo=50cm/sec2・ry二5×10"4
ζ=ζ,9とした場 合 の 表 層 の周 波 数 応 答 特 性 を示 した もの で あ る・ 図 中 の(α)・(b)は図4・9の
場合 の分類 と同 じにな って い る。1次 モ ー ドの卓 越 す る周 波数 領 域 で は,rが 増 大 す る に と も
ない,応 答倍 率 は減 少 す る。 また共振 点 も低周 波 側 へ移 動 しそ れ に と もな って位 相特 性 も変化
す るが,高 次 モー ドの卓 越 す る領 域 では,rが 小 さい ほ ど応答 倍率 は 小 さ く,rの 増加 に ともな
っ て線 形 の もの に近 づ く傾 向 を示 す。 また共 振 点 の移 動 は1次 モ ー ドが卓 越 して い る領 域 ほ ど
顕著 では な い。 このた め位 相 特 性 は線 形 の もの と差 が な くな って くる こ とも わ か る。 これ か ら,
γが 大 き くな る と・Jennings要素 か ら求 ま る履歴 減衰 は高 周波 数 領 域 で きか な くな るこ とが判
明 す る。
つ ぎにパ ラメー タ αの変 化 に よって表 層 の 波動 伝 達 特性 が どの よ うに 変化 す るか を み る。計算
に用 い たPt・gならび に ζ、gとro/γ
yの 関係 は図4・6で 与 え られ る。 図4.12はfo=50cm/sec2,













































図4.12Jennings要 素 か ら求 ま る 等 価 弾 性 係 数 と等 価 減 衰 定 数
を 用 い た と き の 周 波 数 伝 達 特 性
(r==3,f。=50cm/sec2,αが 変 化 す る場 合)
醸 ・川εAR、
砕て1へ
＼ こ 、 、..＼ ＼_
0102
低周波側へ移行 し加速度応答倍率 も減少す るこ とがわかる。なお αのわずかな変化 によって共
振点 はかな り移動す る・ γの変化による共振点の移動があま り大き くなかったことと比較 する
と・αは要素 の剛性変化 に大 き く関係 していることが明らかになる。 また高次のモー ドが卓越
する周波数領域で も,α の増加に ともなって応答倍率 は減少 し共振点 も低周波側 へ移行 し,T
を変化 させた揚合 の特性 とは異 ったものにな る。
(3)応力～ひずみ関係 がHardin形の場合
μ・9ならびに ζ,gは式(4・83)・(4・84)で与 えられ る。式中の αμな らびに αζの変化が表層
の応答特性 にお よぼ す影響 につ いて調 べる。以下の計算 ではfo=20cm/sec2,ζ=ζ、gとして
いる・図4.13はαζ=500とし αμを,500,1000,1500,2000と変化 させた場合の地表層の
振動特性 を示 した ものである。α、が大 き くなるに したがい共振 点は低 周波側へ移行 し応答倍
率 も減少 し位相 もお くれて い くこ とがわかる。減衰の非線形性 を表わすパラメータ αζが一定
値を保つ にもかかわ らず αμが大き くなると応答倍率 が減少す るのは,地 盤内に発生するひず





































咋 ・2… ～ ＼＼








ラメー タ αζが表層 の 応 答特 性 にお よぼす 影 響 を示 した もので あ る・αμ=500として,αζを500,
1000,1500,2000と変 化 させ て い る。 αζが 大 き くな る につ れ て応答 倍 率 は減少 す る が共振 点
の変動は ほ とん ど起 こ らな い こ とが わ かる 。
4・4・5入 力強度が周 波数伝達特性 におよぽす影響
以上は,応 力 ～ひずみ関係 が周波数特性 におよぼす影響 につ いて調べたものであるが,こ こ

















るこ とを示 してい る。なお,



























































































図4.16入 力の強度が表層の周波数特性 にお よぼす影響
(Hardin形応力 ひずみ関係使用 αμ=αζ=500)
ζ.=O.33,ζ=ζ、gとし,foを10,20,50,100cm/sec2と変化 させ た場合 の ものである。 この
場合 も地表面の加速度応答倍率 は入力 が大 きくなるにつれ て減少 し,共 振点 も低周波数側へ移
行す るが,加 速度 応答倍率の減少の度合は振動 モー ドが大き くなる とわずかではあるが増大す
るよ うである。 これ は11ardin形の減衰 のほ うが,Jemings形の 減衰 よ り高次 の振動 において
良 くき くことを表わ しているもの と考 えられ る。一方,共 振点の移行の度合 は振動 モー ド次数
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にはあま り関係 しない ようである・なお図4.15,4.16(c)から,基盤層 と表層 との境界面 にお
けるせん断応力振幅の入力に対する倍率 は,入 力が大 き くなるにっれて減少 し,高 次のモー ド
ではかな り小 さ くなることも判明す る。
図4.17,4.18は各々,応 力～ひずみ関係 としてJemings形な らびにHardin形を使用 した
ときの表層地盤 内の震動分布 を示 したものである・これ らは地表面の加速度応答倍率 が最初 に
極大値を示す ときの周波数 にほぼ等 しい点 のもの を示 してある。(α)は加速 度応答倍率 を,㈲
はひずみ振幅の入力 に対す る倍率 を,(c)は応 力振幅の入力 に対す る倍率 を示 してある。なお,
図中に記入 した周波数 は,震 動分布 を図示 した点 の周 波数で ある。図から,入 力が大きくなる




















































図4.18表 層 地 盤 内 の 震 動 分 布(Ilardin形応 カ ー ひ ず み 関 係 使 用 αμ=αζニ500)
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の倍率 は,表 層 と基盤層の境界面で最大値 を取 り,入 力が大 きくなるにつれ て・深 い所では大
き くな り浅 い所では逆に小 さくなる傾向のあること,応 力振幅の倍率 は入力が大 き くなるにっ
れて単調 に減少す ることな どが判明 する・なお ここで取 り扱 った入力範囲 では・ひずみの倍率
は最大 で線 形の約1.3倍程度 まで大 きくな り,応 力の倍率 は線 形 の約0・6倍程度 減少す る・ひ
ずみ振幅の分布形は入力が大 き くな ると線形 のものに比 べてかな り変化す るが・応力振幅 のそ
れは線形の場合 とほぼ同 じ形 を保つ。
4・4・4表 層地盤の不均質性が周波数伝達特性 におよぼす影響
これ まで,表 層地盤内の初期弾性係数,降 伏ひずみ,非 線形度 パラメータな どが深 さに関係
しない一定値 として解析 を行 なってきたが,こ れ らの値 は深 さとともに変化 す るはず である。
ここではHardin形の等価弾性 定数 と非線 形度パ ラメータが深 さの関数 として与 えられ る場合に,
入力 の強度 が表層 の周波数伝 達特性 に どの よ うな影 響 を与 えるかについて考察 を加 える・式
(4・83),(4・84)では等価弾性係数 と減衰定数 の非線形度 パ ラメータは異なるもの としたが,こ
こでは両者 ともαh=1/ryで与え られ るものとす る。 この場合ahは 次式で与 え られ る。
αん一μ、/・∫
ここ に,μ1は 初 騨 豚 数 で あ り,Tfos次式 で求 め る♂の
Tf-(〆 … ¢t+1圭Koび ・・nの2-(1圭Koゲ)2
(4・88)
(4・89)
ただ し,c',φ'は有効応力 で表現 した場合の静的強度定数,Koは 静止 土圧係数,σ'は有効上
載圧 を表 わ している。
表層地盤の初期弾性係数 は微 小ひずみのもとでのせん断波速度vsか ら μ1=ρ堵 で求 める・
Vsの応力依存 性は次式で与 え られ る。21)
v.==A(。'+・6)A' (4・90)
こ こに,σ6は 地 表 面 で の有 効 上載圧 で あ る。
いま・c'=0・05kg/c㎡・ φ'=40。,σ6=0・1]2kg/efiとした場合 の αんな らび にVsの分 布 形 を
求 めた もの が図4,19で あ る。7sの 深 さ方 向 の平均 値 は160m/もecにな る よ うに式(4・90)のA
を決 めた。 ま た αん値 の深 さ方 向の 平均 値 は1490と な った 。
図4・19で与 え られ る分 布 形 を用 い て 数 値 計 算 を行 な うが,比 較 の た め に地 盤 が均 質 と考 え
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た場合のものも同時 に示す・表4.2に数値計算 を
行なった入力強度 と地盤条件 を示 した。なお以下
の図中に記入 した,C-L,0-20,V-L,V.20,7-
50の記号の意味 も同時に示 してあ る。図4.20は
表層の周波数特 性 を示 した もの であ る。実線は
地盤 を不均 質 と考 えた場合 の もので あ り,破 線
は均質 と考えた場合 のものである。図(α)の9sの形
状より不均質性 を考慮 したときの地表面の応答は均
質な場合のものよ り常 に大きくなること,い ずれの
場合 も入力が大 き くな るにっれ て応答倍率 は減少
し共振周波数 も減少す るこ となどがわかる。なお,
1次モー ドが卓越す る領域 でのV-50曲線の ピー














称,αんの 深 さ方 向 分 布
表4.2α 値 とせん断波速度の分布形状
記 号 せん断波速度 ろ
m/sec
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の値はほぼ一致 している。入力 の大 きさが異なるに もかかわ らず,こ のよ うな一致が得 られる
のは表層の加速度応答特性 におよぼす不均質性の影響 がかな り大きい ことを示 している。図の
(b)は地表面 の加速度応答 の位相特性 を示 した ものである。
図4.21は表層 地盤 内の震 動分布 を示 した ものである。分布形は1次 モー ドの卓越する周波
数領域での共振状態 での ものである。図(α)から加速度応 答倍率 は不均質性 を考慮す ると,
地表面近 くでの増幅率 が大 き くなるこ とが明 らかになる。図(b)はせん断ひずみ振幅 の入力に
























































図4.21表 層 地 盤 内 の 震 動 分 布
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な り異 った形 にな り,不均質性 を考慮 した場合 の分布形 には入力 が大き くなって も変 曲点 が現
われない・また図(c)よりせ ん断応 力振幅 の分布形 は,地 盤 の物理 的な特性 がかな り変化 し
ても影響 を受けない ことが明 らかになる。
4・5結 論
本章では,土 の動的非線形性 が表層地盤の震動特性 に どの ような影響 を与 えるかを調べるた
めに,水 平 な成層地盤 を対象 とし,基 盤層 か らSH波 が鉛 直上方 に入射 したときの表層地盤の
波動伝達特性 に考察 を加 えた もので ある。計算 に使 用 した土 の動的な応力～ひずみ関係 は,
履歴特性 を有 す る要素 を等 価線形 化 した もので あ り,Bi-linear形,Jennings形,Hardin
形の3種 類である。得 られた応力 ～ひずみ関係 は弾性係数な らび に減衰定数 がひずみ振幅の関
数 になるよ うな もので ある・ こ うした物性 をもつ地盤 の運動方程式の調和波動解 を求 めるため
に,地 盤 を数多 くの薄層 に分割 し,周 波数領 域での定常調和波動解 を重複反射理論によって求
めておき,薄 層 の厚 さを無限小 にす るこ とによって非線形調和波動の解析的表現形式 を求めた・
解の形式は閉 じた形で は求 まらないの で,繰 り返 し収束 計算 を行 なわなければな らない。表
層 と基盤層 の2層 か ら構成 され る地盤 を対象 とし,こ の よ うな収束計算 を行なった・本章で得
られ た結果 を要約す ると以下の よ うである。
〔1)数値計算 を行 な うときの積分点 の数 は1つ の層内で25点 ほ どあれ ば十分な精度の解 が求
まる。
〔2)Bi-linear要素か ら求 まる等価弾性係 数 な らび に等価減衰定数 を用い て表層の周波数応
答特性 を調べた ところ,加 速度振幅一定の入力の場合,高次モー ドの卓越す る周波数領域ではBi
-1inear形の履歴 減衰 は小 さ くなることが明 らか になった。高次モー ドの卓越 している領域で
は地盤 内に発生す るひずみが降伏 ひずみ よ り大 きくなるこ とが少な くなるからである・ したが
つて周波数 の全領域 にわた り,一様 に作用 する粘性減衰 を考 えた場合の応答 とは非常 に異 る。
(3)Jenni。g,要素 か ら求 ま る等価弾性係数な らび}・等価減衰 定数 を用 い・一 定加速度 入力
の場合の表 層の周波数特性 を調 べた。Jemigs要素のパラメータαを0・1としrを 変化 させた
場合 には,高 次モー ドの卓越す る周波数領域では,rが 大き くなるにしたがって減衰が小さ く
なる。また,γ を一定 と しαを変化 させ た場合 には,振 動 モー ドに関係な く・ αが大 きくなる
と減衰 が大 きくな り,γ を変化 させた場合 とは異 るこ とを示 した・なお・地表面の加速度応答
倍率の共振点 は,α のわず かな変化 によって,大 き く低周波側 へ移動する・
(4)Hardin形の減衰 定数 の非線形度 パラメータ αζを増加 させた場合・地表面の加速度応答倍
率 から求 まる共振点 はあま り変動せず,応 答倍率 が減少する・αζを一 定に保 ち αμを増加させ
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ると共振 点が低周波側 へ移行するだけでな く応答倍率 も減少す る。
(5〕入力の強度 が増加す ると地表面 の加速度応答倍率 は減少 し共振 点は低周 波側へ移行す る。
また表層地盤内のひずみ振幅の分布形状 は,入 力強度 の増大 にともなってかな り変化す るが.
せん断応力振幅の分布 形状 は線形 の もの と相似 である。
㈲ 不均質性 を考慮 した場合 の加速度応答倍率 な らびにひずみ振 幅の 入力に対す る倍率 は,均
質 な場合の ものに比べてかな り異な ったものになるが,せ ん断応力振幅 の倍率 は両者の間であ
ま り顕著 な差 を見い出す ことはできない。
以上が本章における結果であるが,表 層地盤 の震動特性 は,地 盤 を構成す る土の動的応力～
ひずみ関係 をどのよ うに設定す るかによって,大 き く変化す る。特 に減衰特性の評価 につ いて
詳 しい考察がなされ なければな らないと考 えられ る。なお,こ こでは基盤層 か ら定常な単一の
調 和波動が入射 する揚合,表 層 を同 じ周波数 の強制波動 が伝播す るとして解 を求めて きたが,
解 の安定性 についてはほとん ど考察 を加 えなか った し,高 調波 な らびに分数 調波 動 の伝 播問
題 も今後の問題 として残 され てい る・また,地 震波動 は非定常非調和波動 と考 えられ るが,こ
のよ うな波動 に対 して,こ こで求 めた解析手法 を適用す るためには,式(4・1)に現 われ るro
をどのよ うに推定す るかが問題 となる。今後 このよ うな面につ いての研究 もな されな ければな
らない。
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地盤 中を伝播す る波動 は・地盤 を構成 している土の動的性質 に大 き く影響 される。土の動的
性質は・土粒子の物 理的性質・含水 比,間 げき比,吸 着水 といったような内的要因 とそこに作
用する力や外 から加 えられ る熱 な どといった外的要因に支配され ると考 えられ る。土 を工学的
に取 り扱 う場合・ これ らの要因の内支配的 な もの として何 を選ぶかが重 要な問題になる。最近
工学的に有為である土 の動的応力 ～ひずみ関係 につ いての研 究1・2・3)が行 なわれ,か な り具体的
な表現が示 されている・ これ らの多 くは,ひ ずみが非常 に小 さな時(<10'5)の弾性係数(μo)
を基準 として,弾 性係数 がひずみの増大に ともなって減少す るとい う考 え方 をしている。この
基準 とな る弾性係数 に関 しては,共 振柱法に よってOttawa砂のせん断弾性 係数の測定 を行 な
い,これが平均有効主応力 と問げき比 の関数 になるとしたHardin&Richartの研究,4)この関係式
が正規圧密 された粘土 に対 して も適用 できるとしたHardin&Blackの研究,5)土を多孔質な媒
質と考え,弾 性係数 と間げ き比 の関係 を誘導 した柴田,土 岐,寺 田の研究,6)また,軸 応力 と側
圧 の比が2以 下で あれ ばせん断弾性係数は八面体せん断応力の影響 を受けない ことを示 した
Hardin&Blackの研究,5・7)粘性土のせ ん断弾性係数 にお よぼす応力履歴 の影響 をカオ リンなら
びにベン トナイ トの2種 類にっ いて調 べ,2次 圧縮効果についても考察 を加えたHamphries等
の研究,8)粘性土 の2次 圧 縮がせ ん断弾 性係数 にお よぼす影響 を調べ,2次 圧縮領域 にお ける間
げき比の変化 だけで は説 明のつかない弾性係数の変動があるこ とを見い出 したAfifi等の研究,9・10)
また現場測定 と室内実験 の結果 を比較 し,室 内実験の値か ら現場の値 を推定す るためには拘束
圧の選定 と2次 圧縮効果の推定 が大 きな要因になるこ とを示 したStokoe&Richartの研究11・12)
などがあるが,土 の動的応力 ～ひずみ関係 をさらに一般的な ものとす るためには・基準 となる
せん断弾性係数の応力依存性 について詳 しく調べてお く必要があると考 えられ る・ このよ うな
観点か ら,こ こでは砂質土 を対象 として,定 ひずみ速度の伸張な らびに圧縮 せん断試験の各せ
ん断過程でせ ん断波速度 恐 を測定 し,恐 にお よぼす応力 な らびにひずみの レベルの影響につ
いて調べ,併 せて応力履歴 の効果 につ いて実験的 な考 察を加 える。恐 に関 して得 られた諸特性
は μ=ρ壕 に よってその まません断弾性係数 の特性に読み代 えるこ とができる・
土中 を伝播す る弾性波の速度 を実験室で測定する方法には,上 述 した円柱または円筒供試体
を強制振動 させ,そ の共振振動数か ら伝播速度 を求める共振柱法,供 試体の自由振動か ら求め
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る方法,13)衝撃管 を用 いて供試体 に衝撃波 を作用 させ,供 試体 中を伝 わる応力波の波面の時間
的 お くれか ら伝播速度 を求める方法14・15)などが あるが,こ こでは超音波のパルスが供試体中 を
伝 わるのに要する時間から伝播速度 を求めるこ とにする・超音波パルス法は従来か らお もに岩
石 な どの中を伝 わる波動の速度 な どを測定す るのに用い られ てい たが}6)柴田らの研究6)によっ
て砂 のよ うな粒状体 の集合体 に対 して も十分適用可能なこ とが確 かめ られてい る。
5・2実 験装 置 と試 料
実験装置は三軸試験装置 と超音波発生装置か らな ってお り写真5.1にその概略 を示 した。(a)
は三軸 セル内に送受振動子 と供試体が組立 てられ た状態 を,(b)はその詳細 を,(c)は超 音波伝播
速度測定器 を示 してい る。超音波の発振振動数 は30KHzで横 波 が発 生で きるものである。送
受振動子 はアク リライ ト製の型枠の中にほぼ全体 を埋 め込むこ とによ り防水 してある。送振動
子 が三軸セルのペデスタル に固定 され,受 振動子 がキャップ となっている。送振動子 によ り供
試体の一端に超音波パルスの衝 撃 を与 え他端 においた受振動子 によってこのパルスを受信 し,
発振周波数 と掃引周波数 を同期 させ る
こ とによ り,試料内を透過す るのに要
す る時間をオシ ロスコープ上の透過波
の静止像 か ら読み取 ることがで きるよ
うにな っている。
本実験 に用 いた試料 は豊浦標準砂 で
あ り,比 重は2.64,均等係数 は1.28
で ある。供試体 は円柱であ りその両端
は振動子 に接 し側面 は0.3㎜厚 のゴム













写 真5.1実 験 装 置
レットで測定 した。せん断に先立 って等方圧縮 を30分行 ないその時の体積変化 を測定 し初期
間げき比 を決定 した。その後0.0376㎜/minの載荷速度 でせん断試験 を行ないながら,せ ん断
の各段階で超音波 の伝播速度 を測定 した。なお測定 した項目は以下のようなものである。(D等方
圧縮終了時にお ける波速,(ji)側圧 一定 ひずみ制御伸張試 験中の波速,Gli)側圧一定ひずみ制御
圧縮試験中の波速,Qv)平均 主応カー定の伸張試験中の波速,(V)側圧一定ひずみ制御圧縮繰 り返
し試験中の波速。
5・5砂 質土 中 を伝 播 す るS波 速 度 の応 力 依存 性
5・5・1.等方圧縮時におけるせん断波速度
等方圧縮時 における等方圧 σoとせん断波速度v。oの関係 については従来 か ら数 多 く報告 さ
℃ている・表5.1はここで行 なった実験か ら得 られた僑,μo,e,σoの値を示 した。これらの値は・
父節以後 に示 す異方向応力,す なわちせん断応力,を 加えるに先立って行なった等方圧縮の際,
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および等方圧 のみ を同一供試体 に対 して増減 させた ときに得 られ た もので ある。本実験では,
問げき比 とv。oの関係について述べ るこ とを目的 とは していないので・ 間げ き比の変 動の 塔o
に及ぼす影響 をできるだけ少なくす る
ため,比 較的 同一間げ き比の得 られ
やすい密詰めの供試体 で実験 を行な





お り,その傾 きは0.25であ り従 来
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図5.1Vs。 一σ。 関 係
(5・1)
な る結果 と良 く一致 している。 ここにf(のは関げ き比の関数 である。図5.1では間げ き比の
変動 が小さいこ とか らf(の=263なる関係 を得 る。以後 この関係式 に よって示 され る線 を等
方圧縮 ライ ンと名付 ける。
砂 は完全に飽和 していると考 え,供 試体 の見々けの比重 ρを次式に よって求 める。
・-P.(61-1十e)+・,、1、(・ ・2)
ここに,ρ.は 土粒子 の実質部
分 の比重,告 は水 の比重 で あ
る。 さ らに μo=ρろ3か らせ ん
断弾 性係 数 μoとσoの関係 を示
した の が図5.2で あ る。 比 較
の た め に,間 げ き比 の 平 均 的
な 値 と し0.575を取 り ρ=1.70
と して μoと σoの関係 式 を求 め
る と
μ。-1198・藷(5・3)




































































表5.1 σ0,e,VS,μ0一 覧 表










































ずみ ε。の関係 を示 した。 図
5。4はεaとその時のせ ん 断
波速度 死.を側圧 をパ ラメー
タとして示 したもので ある。
こ の図 か ら ε。の小 さい とこ
ろで の ら の減 少の割合 は,
側圧 が小 さい ほ ど大 きいこ








急激 になるか ら,普 通の三軸
試験な どか ら求め られる応力
～ひずみ関係の初期部分 から




























図5.4Vs一 ε。 関 係(伸 張)
1σ1
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図5・5は図5・4のデータを平均主応力 ・mとVsの関係}・鯉 しなお したものである.間 げき
比の変化 も同時 に示 してあるが・その変動 は等方圧縮時 にお いて0.007.伸張試験中において
_3
表5.2ea=10
に お け るVSoか










図5.5Vs一 σm関 係(伸 張)
最大 α006である。Hardin&Richartの実験 式を用 いて,こ の程度 の間げ き比の変動がV.の
値におよぼす影響 を求 めると,う に約0.6%程度 の誤差 を生 じるがこれ は実験中の測定誤差
の範囲にはいる程度 の ものであ り無視で きるもので ある。図中には図5.1で求めた等方圧縮 ラ
インが実線 で示 されてい る。 この曲線はせん断を全 く受けていない状態における 聡 一σπ関係
を表わ してお り,多少 の誤差はあったとして も,図5.5の側圧 をパラメータとしたプ・ッ トは
この曲線に始点 を発す る と考えてよい・図 によれば,聡 は%の 減少 とともに初 めは比較的ゆ
るやかに,や がて急激 に減少することがわかる。これ は,Hardin等が述 べている,Vsはamと
eのみの関数 であ り他 の応力不変量には依存 しない とい う結果5)とは異 っている。彼 らの実験
値が等方圧縮状態 を基点 とし,繰 り返 し載荷 をも含 めて圧縮側 が大部分 であ り,側圧 σゲと軸
圧 σ、の比が2以 下の場合 のみ を取 り扱 っていることを考慮する と,ろ は σmのみによって規定
されるとは言いがた く,他 の応力不変量の影響 も受 けるもの と考 えられる・
図5.6はo.=2kg/e㎡での一定値 を保 ったまま伸張試験 を行 なったときの各せん断過程でのろ
と ε、の関係 を示 した もの である。 ひずみ速度 を一定 に保 ちながら側圧 を手動操作することに
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よ り σπ一定条件 を保つ よう
に した。図中 には側圧一定試
験 での π。～ε。関係 も同時 に示
してある・ σπ一 定試験 下で
も殊 は ε。の増 加 と ともに減
少 し肱 が σπのみの関数 とし
て は表現 できない ことを裏づ
けている。側圧 一定試験の場
合 の方 が κ の減少 は大 きい






圧 縮試験 を行な ったときの主
応力差(σ1一σ3)と軸 ひず み
ε。の関係 を示 してい る。図
5.8はその時の 塔～logε。関
係 を示 している。伸張試験 の
場合 と同様に ε、が10-4以下
で あれ ばVsは 乃oにほぼ等 し
い もの と考 えられる。 またこ
の場合 は伸張試験 の ときとは
異 り,あ る程度軸 ひずみが大
き くなる とふた たび ろ の 変
動 が小 さくな る。 これ は側圧
の大小にかかわ らず見 られ る
傾 向である。図5.9はViσ.




























































においても伸張試験におけると同様,各 側圧 における ろ 一σπ関係 は等 方圧縮 ライ ン上 に始点が
あると考 えてよい。図か ら明 らかなよ うに ろ は%の 増加に ともない等方圧縮 ライ ンに沿 って
その値は大き くな り,せ ん断が進行 す るにつれ て等 方圧縮 ライ ンか らそれ る。また初期 の等方
圧 縮ライ ンに沿 った部分 は側圧 が大 きくな ると,等 方圧縮 ライ ンよ り上側 へずれ ることも明 ら
かになる。なおVs-Om関係 が等方圧縮 ライ ンからそれ る点は・ろ 一109ε、関係 にお いてV、
の変動が小 さ くなる点 とほぼ一致 している。この点 は主応力比 σ3/σ1がO.4・-O.5の範 囲 にあ
り,この応力比前後で体積ひずみが圧縮か ら膨張 に変 わる・ このこ とを考慮 すれば,ろ 一σπ
関係の以上の ような特性 は以下のよ うに説明できる もの と考 え られ る。
粒子構造が一定 に保 たれている段階では粒状体の剛性変化 は σ皿のみ に関係す る。一方粒子
構 造に変化 を与えるのはせん断応力 τであると考える。等方圧 縮 され た状態か らせん断 を受ける
と,あ る応力 レベルまでは等方圧縮 による粒子構造 の剛性に よ り,せ ん断力が増加 して も粒子
間にすべ りや回転 があま り発生せず粒子構造 が一定に保 たれ るため,%の 増加 による粒 子構造
の剛性 の増大 が卓越する。一方,あ る応力 レベル を越 える と,粒 子 間のすべ りや回転 などが顕
著 にな り,粒子構造 が変化す るため,ろ は%が 増 大す るに もかかわらず変化 しな くなる。
なお,南 雲18'19'20)は接触面において固結 され た粒 状媒質 の弾性係数 について理論的考察を加
え,粒 子間のずれ変形 を考慮 した場合の弾性波速度 は,ずれ変化のない場合のものよ り大きくな
ることを示 した。このことは,側 圧 が大き くな るとせん断の初期 の部分 で ろ の値 が等 方圧縮
ラインか ら求まるもの よ り大 き くなるこ との定性的な説 明 を与 えるものである と考 えられ る。




















砿一σπ関 係(間 げき比が変化す る場合)
6
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すべて2㎏/c㎡であ り,初期 聞げき比は0・580,0,659,0,712の場合 について示 してある。図中
の実線は等方圧縮 ライ ンである。間げき比 が大き くな るほ ど・V、は小 さくな りかつVsの増加
が%の みの増加に よって説 明できる初期 の部分 が少 くなるこ とがわか る・
5・5・4繰 り返 し載荷時 におけるせん断波速度
側圧を1および2㎏ん㎡の状態で片振 り繰 り返 し圧縮試験を行ない,各せん断段階でせん断波速度
を測定した。図5.11は側圧 が1㎏/c㎡での 主応力差 と軸 ひず みの関係 が示 して ある。繰 り返
しのピークひずみは2%で ある。1回 目の載荷 と除荷 で約1%の 残留ひずみが残 り2回 目以後
の繰 り返 しでは残留ひずみはわずかである。図5.12は側圧2㎏/c㎡の ときの σ1/σ3・vea関係で
ある。この場合,1回 目の載荷時 の ピーク軸ひずみは0.54%,2回目では1.55%であ り,段
階的に軸 ひずみ を上げて繰 り返す ものである。1回 目の繰 り返 しひずみ レベルは小 さいため・















図5。13は以上のせん断試験 の各段階 で測定 した 肱 と σmの関係 を示 したものである。図中
の○印は1回 目の載荷段階でのデータを示 している。側圧1お よび2㎏/c㎡のいずれ の場合 もろ一σ況







回数の増加 とともにVsが若干大 き くな る傾向はあるが,ほ ぼ等 方圧 縮 ライ ンに平 行 で等方圧
縮 ラインで与 えられ る ろ よ り小 さな値 になるこ とがわかる。一方,側 圧2㎏/㎡ の1回 目の除
荷 は ろ 一%関 係 が等方圧縮 ライ ンか らそれ始 めよ うとする限界点で行 なわれてい るが,ろ は
載荷時の 聡一σπ曲線 に沿って変化 し除荷 によって初期 の 聡 を回復 しているこ とがわかる・こ
のよ うに・加え られ たせん断応力 の大 きさによ りV。一σπ関係 が異 るの は,あ る レベルよ り大
きなせん断履歴 を受ける と粒子構造 が変化 し履 歴が記憶 され るた め,こ れ が 聡 の減 少 とい う
表現にな って観測 され るためであると考 えられ る。図5.14にHardin等が行 なった実験の応力
範囲 を斜線 で示 した。図中め鉛直の実線 は著者が行 な った繰 り返 し載荷 の応力径路 である。5
・3・3で述 べたことと合わせて主応力比 σ
1/σ3が2程度 よ り小さければ ろ は σmのみに よっ
て規定 されHardin等の結論が成 立 しているが,2よ り大 き くなる と σmのみ で は表 現 で きず






図5.14応 力 径 路 図
5・4考 察
以上述べて きたよ うに ろ は間げ き比 と平均有効主応力のみでは表現できないことが明 らか
になった・ここでは,土 粒子 が最 も活発 に滑動す ると考 えられ る潜在すべ り面上の垂直応力%
とせん断応力 τの比 τ/ONをあらたなパラメータとして選ぶことによ り11)伸張な らびに圧縮 試験















つぎに,せ ん断 中にお けるせん断波速度Vsを等 方圧 縮時のせん断波速度 恐oに よって正規化




図5.15はVn。「 τ/aNの関係 を伸 張,圧 縮 の両者 の揚合 につ いて 同時 に示 した もの で ある・
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側圧 の大 きさに関係な く,こ の関係 は,
圧縮 ・伸張の両者 とも途中で折れ曲が
る直線 によって表 わされ るものと考 え
られ る。 この直線の折れ曲が り点は,
圧 縮 ・伸 張 と もに一 致 し,こ の点の
τ/σNの値 をαとすれば0≦ τ/σN≦α
の間の直線の傾 きは圧縮 ・伸 張 とも一
致 してお り,次式で実験値 を近似 でき







ここに,aな らび にCは 間げき比の関
数 であ り,実験 デー タあ平均的 な間げ






































0.4,c≒0.275とな る。 図5.16にcの 間 げ き 比 に よる 変
動 を示 した。
一方 ,τ/σ万〉αの 場 合 に は圧 縮 側 で は 直線 の傾 きは小 さ
くな り,伸 張側 で は直線 の傾 き が大 き くな る こ とが わか る。
これ は τ/σ坪が α付 近 を境 と して,砂 の挙 動 が変 化 す る こ と
を表 わ してい る。 σ1/σ3が2の場合 に は τ/σNが0.36に な
るので,τ/σN=O.4は 図5.9でV。一σm関係 が 等 方圧 縮 ライ
ンよ りそれ 始 め る点 に相 当 し,こ の応力 比 以 下 で あれ ば,図













間 げ き 比 の 関 係
τ/σ〃が αより大き くなる と粒状体の構造変化 が卓越 することになる。なお間げ き比 が大 き くな
れ ば,α の値は小さな値 を取るよ うになる。
図5.9において,主 応 力比 σ3/σ1がO.4・-O.5以下であれば,V。一σm関係 は等 方圧 縮 ライ
ンで近似 してもあま り誤差 がないことを明らかにした。 この事 実 を用 い地盤 内のせ ん断波速
度 の推 定式 を提 案す る。 地盤 は圧 縮状 態 にあ り静止土圧係数Koは0.3～0.5の範 囲に入 っ
て いるこ とを考 えれば,地 盤 にお けるVsの推 定 に は式(5・1)のσoに地盤 内 に発生 して いる




ここに・ σ1は有効上紐 で ある・・の場合有効拘束圧K
。σ、が3k,/・rf以上 になると,式(5
・8)によるVsの推定値 は実際の値 よ り10%程度小 さい値になる。
5・5結 論
本章では・超音波パルス法 を用 いて飽和砂 中を伝播するせん断波速度 を実験的に求め,そ の
ひずみ依存性・応力依存性 を調べた・本研究 において得 られた結果 を要約す ると次の ようであ
る。
(1)等方圧縮時 のせん断波速度V。oは有効拘束圧 σoの%乗 に比例する。
② 異方向応力 を受け る飽 和砂中のせん断波速度 は強い応力依存性 を示 し,主応力比σ1/σ3が
2より大 き くなると,平 均有効主応力の変化 だけでは説明できない波速の変化 を生 ずる。
{3)圧縮状態下で σ1/σ3が2より小 さい応力状態 の もとでは,平 均有 効主応力 と間げき比が
明らかになれば ろ の値の推定が可能 である。
(4)ろにお よぼす繰 り返 し載荷 の効果 を調べ ると,σ1/σ3が2以下で繰 り返 し載荷 を行 なっ
た場合には,ほ ぼ弾性的な挙動 を示 し,除 荷 によって最初のVsの値 を回復す るが,σ1/σ3が2
より大きな所での繰 り返 し載荷 では除荷に よって最初の ろ が回復 されない。
(5〕土粒子が最 も活発 に滑動す ると考 え られる潜在すべ り面上の垂直応力 σNとせん断応力 τ
の比 τ/σ刀を用 いる と τ/伽がある値 よ り小 さけれ ば,等方圧縮状態からの 聡 のずれは,伸張 ・
圧縮の両方 にわたって統一的 に表現 できる。
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最近 の急激な都市構造形態の変化に対処 するため,大 都市圏では地中構造物の建造 されるこ
とが多 くなってきた・ これ ら構 造物 の耐震設計 を行な う場合,地 盤内に発生する応力な らびに
ひずみの大き さが・その支配的要因になる場合 も数 多 く見受 けられる。強震時 におけるこれ ら
の値が直接地盤内で観 測された例はほとんどないため,地表面で得 られた加速度記録などか ら,
解析的な手法 によ りその量 を推 定 しなければな らない。地表面で観測 され る地震波の特性 は,
震源における発震機構,地 震波動 の伝播径路 やそ の媒体の特性 などに依存す るが,こ の十数年
の問に,強 震時 における地表面での加速度記録 が同一地域内で多数観測 され るようにな り,地
表面近 くの地盤構成 が地表面の運動 に大きな影響 を与 えるこ とが明 らかにされ てきた♂)特に固
有周期 の比較的短 かい土木構 造物 への入力地震波 を対象 とす る場合には,強 震記録の中でも実
体波が卓越 する短 周期成分 の ところが問題 になるか ら,地表面下100m程度 までの地層構造 が
重要な要素 となる。
このような観 点か ら,強 震観測 地点で の速 度検層 が詳 しくなされ るようにな り,2～5)これを
もとにして地盤内の震動分布の推 定 を行なった り,6)表層地盤の影響 を取 り除いた地震波動の特
性 を解析 した り7)するこ とができるよ うになってきたわけであるが,地 盤 内の震動特性 を調べ
るための解析 手法 としては,も っぱら重複反射理論が用 い られ てきた・ しか し,こ れは地盤 を
構成 している土を均質な線形弾性体 と仮定 した場合 にのみ成立する解析手法で あって,土 の動
的 な力学特性 を十分考慮 した方法 とはいえない・
土の力学特性 を支配する要因 は数 多 くあるが,特 にそ の動的特性 は発 生す るひずみ の大 き
さによって異 って くる野12)表層 を構 成 す る土 は基盤層 に比較 して軟弱であるか ら,表層地盤
内で地震波動は大き く増幅 され,土 の応力～ひずみ関係 が線形 と仮 定できる領域 内だけの解析
では十分 に地盤 の震動特性 を調べ ることはで きない場合 が生 じると考 えられる。 したがって土
の動的非線形性 を考慮 に入れ た波動伝播理論の開発が またれ るわけであるが,非 線形双 曲形偏
微 分方程式の特性 がよ くわか らないこ ともあって具体的な解の表現形式が与 えられていないた
め,数 値解析 によって解の特性 を調べているのが現状で ある。 これ らには,階 差法 を用いた岡
本,伯 野 らの研究13)や特性 曲線法 を用いた土岐,佐 藤 の研究14)などがある。
ここでは,波 動理論的 立場 に立 ち,特 性 曲線法 を用 いることによ り,こ れ までに得 られ てい
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る地表面での強震記録 をもとにして,地 盤 を構成 している土の非線形性 が・地 盤内に発生する
応 力な らび にひずみに どの ような影響 を与 えるかにつ いての検討 を行 な う・
6・2解 析 手 法
いま,図6.1の よ うな水 平構造の成層地盤 を考 え,地 震波動 はZGroundSuriec。
軸 に平行に鉛直下方か ら入射す るSH波 とすれば,系 を支配す る運




ここに,ρ は密度,秘 は地盤 内変位,τ は地盤 内に発生するせ ん断
応力 である。い ま次式の ような変数 を定義す る。
∂u∂u
ξrπ ・ ・ヒ 厩(6'2)
この場合,ξ は運動速度,ε はせん断ひず みに相 当 している。せん断応力 とせん断ひずみの関
係 は次式 で与え られ るもの とする。
τ=μ(ε)・ε(6・3)
ここに,μ はせん断弾性係数である。式(6・2),(6・3)を式(6・1)に代 入すれ ば次式 をうる。
∴轡}一
式(6・4)はξ・εに関する1階 偏微分方程式であ り・その特性 曲線の勾配 λ、,λβは次式で与え
られる。












いま・2つ の特性 曲線 α・βの交点Pで のtp'Zp・ξP,εPをそれぞれの特性 曲線上にある近傍
の点Q・Rで の値 から求 める・この場合式(6・6)の差分展開式 は次式で与え られ る。
Zp-zρ 一(a・)ρ(tp-tρ)-o
ξ・一 ξρ一(λ α)ρ(ε・ 一 ・ρ)-o
Zp-Zρ 一(A ,e)R(tp-tR)-0
ξP一 ξノヒー (A〆7)R(εP一 εR)ニ0
(6・7)
地震波動の深 さ方向の変化 を知 るためには,任 意の深 さでの時間履歴 がわか らなければ ならな
い・空間位置 をZ」に固定 し・時刻tzでの ξ・εの値 を求め るには図6・2のよ うに(Zノ・tノ)を
含 む三角 形PQRを 取 り出 し,こ の三 角形 上 で(Z,ち ε)あ
るいは(Z,ち ξ)の形成 す る平面 を考 え,こ の平面 の方 程式








ここに,∫(の は地表面での運動速度,τ『と ξ『は 乞層上面でのせん断応力 と速度・τ、一?とξ`ぞ
は(z-1)層下面でのせん断応力 と速度 を表わ している・
6・5応 力 とひず み の 関係
動的な土の構成 関係 を双曲線 で近似す る と,か な りのひずみ レベルにわたって土の動的特性
を説明できることが明 らかにされ ている。15・16)これ は2個 のパ ラメータで応力 ～ひずみ関係を
表現できる利点が あ り,地 震時の問題 な どの実用解析 には適用 しやすい形 である。 この場合・







ここに,μoは 初期 せ ん断 弾性 係数,α は土の動的非線形性
の度合 を表わすパラメー タである。 αが大 き くなるにつれ て
非線形性が大 き くなる。いま土のせん断強度 を τ∫とすれ ば,






一方,地 震時の ワ はモール クー ロンの破壊 基準 が動的 な
荷重 を受 けた場合に も,静 的な もの と同 じである とすれば,








ここに,c'と φ'は有効応力で表現 した場合の静的強度係数,Koは 静 止土圧 係数,σ ノは有効
上載圧 を表わ している。
式(6・10),(6・11)を用 いて土 の非線形度 パ ラメータaを 決定 す るた めには,地 盤のc',
φ',μoなどを推 定 しなければな らないが,普 通 の地盤 調査結果 か ら得 られ る情報 はN値 に関
す るものが多 く強度係数が直接与 えられ るこ とはまれ である。そこでN値 な どか ら φ'やμo
の値 を推定する必要があるが,こ こでは次式 のよ うな関係 を用いる。




⑳ 粘性 土 の場 合









式(6'9)の関係 を式(6'5)に代入すれ ば・任意のひずみ綬 けたときのS波 の伝播速凱




の伝播速度であ り,これ は微 小ひ
ずみでの5波 速度 に対応 している。
αの値を変化 させた とき5波 速度
がどのように変化す るかを示 した
のが図6.5である。 αが大 き くな









図6.5せ ん 断 波 速 度 と ひ ず み の 関 係
10-2
6・4数 値 解 の 安 定 性
非線形双 曲形 方程式の中 で厳密解の求まるのは,今 のところ半線形方程式の場合であ り,そ
れ も不連続解 と単純波解のみである。21)ここで求 めよ うとす る解 はこのいずれにも相 当しない
ので,非 線形解 の精度 を直接検討す るこ とはできない。一方,線 形解 であれば重複反射理論 を
用いるこ とに よ り精度の良い厳密解 を求 めるこ とができるか ら,特性 曲線法 による精度 を線形
解で比較 したのが図6.6である。(a)はひずみの最大値 εma、の深 さ方向の分布であ り,(b)はひ
ずみの γ.m.sの深 さ方 向の分布 を,(c)は最大せん断応力の深 さ方向の分布 を,(Cie)はせん断応
力のr・m.sの深 さ方向の分布 を示 している。用 いた強 震記録 はTaft(1952)であ り,測定結
果2)によれば地表層 のS波 の伝播速度 は160m/,ec,単位体積重量 は2.249/c㎡である,ま た
記録 の時 間間隔は0.02secであ る。図 中の実線 は厳密解 であ り,特性 曲線法による結果 を●
印で,階 差法 による結果 を○印で示 した。これ らの結果か ら,特 性曲線法による数 値計算は応





































応 力～ひずみ関係 を使用 しているか ら,
せ ん断応 力 が τ∫に近 づ くこ とはひずみ
が○○になるこ とに対応 しているわけであ
り,こ の場合,式(6・5)で与 えられ る特
性 曲線の勾配,す なわ ちS波 速度 はゼ ロ
とな り波動 は伝播 しな くなる。 このため
αの値 が大 き くなるとある深 さ以上解が
求 まらな くなる。 この関係 を示 したのが
図6.8である。 αの値 が大 き くなるにつ
れ て浅 い所 でひずみが発散 す るよ うにな
るこ とがわかる。
結局 αの値が0～5000程度 変化 して
も応力の分布形その ものにはあま り大 き
な変化 を受 けないが,ひ ずみ の分布 形は
6・5応 答 におよほす 非線形度パ ラメー タの影響
式(6・9)に含 まれ るパ ラメー タαの地盤 内応力な らび にひずみにおよぼす影 響 を調 べるため,
Taftの強震記録 を用 いて数値計算 を行なった。図6.7はせん断応力の最大値の深 さ方向分布
で,α の値 を0～5000と変 化 させた場合の ものである。図中 において鉛直の細線で示 した も
のはそれぞれ αの値 に対応す る τアの値 を示 して いる。 αの値が大 き くなるにつれ て発生する
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αの値に よってかな り異 った ものに
なるこ とがわかる。図6.9に深 さ12
mでの速度 ξ,ひ ずみ εならびに応
力 τの時間応答 を示 した。aが2000
以上 にな ると12mの 深 さまで安定
な解 が求 ま らな いので,α=0と
1000の場合 につ いて示 してある。
これから εと τの時間応答特性 は τ
の値 が 『fに近 ず く付 近以 外 の時間
ではαの大 きさによる影響 をあま り
受けないこ とがわか る。
以上のことか ら,強 震時に地盤 内
に発生する地盤 内応力やひずみの値
を問題 にする場合,非 線形度 パ ラメ
ータαの選定 が大きな影響 を与え る
ことがわかる。
6・6地 盤のモデ ル化
解析 の対象 とす る地盤 の弾性係数
は弾性波速度 の測定結果 や ル値 の分
布図に基づいて式(6・12)などか ら
推定で きるが,こ れ らの方法で求め
る弾性係数 μoの値 は地層の境界で
不連 続 に変 化 す るこ とが多 い。地
盤内においては土の弾性係数 が一線
を画 して急変す るこ とは稀 であると
考え られ る。 また1m程 度 以下の薄
い層の存 在は伝播す る波動 の波長 に
比較 して無視 できる と考 えられ るか
ら,弾性波速度,密度,そ の他の地盤







































































(A)地表 面 の速 度






れ に対 して上述の平滑化 を行 なった後,
S波速度,式(6・11)より求めた τfな
らびに,α の深 さ方向の分布 を示 した
の が図6.11である。いずれの場合 も一
般的傾向と して τ∫は深 さとと もに増
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の値 を取 り深度 が大き くなると500～1500程度まで減少す るよ うである。
6・7せ ん 断応 力 とひ ずみ の 分布
解 析 に用 い た 強震 記録 はTaft(1952),SantaBarbara(1952),細島(1970),および1968
年 の十 勝 沖地 震(八 戸,宮 古,青 森,室 蘭)に よる もので,Taft,SantaBarbaraの波 形 は0・02
秒 間隔 の デ ー タ23)であ り,十 勝 沖 地 震 と細 島の もの は0.01秒間 隔 で数 値 化 され た 資料M・25)か
ら0.02sec間隔 で採 取 した 。数 値 解析 に 当 って は,そ れ ぞれ の波 形 の 主 要 部分20secを 対 象
と した が,こ れ ら10個 の強 震 記録 の 概 要 を表6.1に 示 した。 ま た こ れ らの 波 形 はす べ て2次
表6.1地 震 記 録
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図6.12はこれ ら一連 の強震記録 を用い,図6.11のモデル地盤 内に発生す る最大せん断応力
τmaxの深さ方向の分布 を示 したものである。破線 で示 した ものが α=0の 場 合 で,地 盤 を線形
弾性体 とした もの に相 当 し,実 線が非線形解析 の結果 である。いずれ の場合 も非線形解析 によ
る応力 の値が線形解析 による もの よ りも小 さくな っている。
図6,13は上述の τm。.を地表面での最 大加速度ama、で 除 した もの を深 さに対 して プロッ ト
したものである・(α)が線形解析 によるもの,φ)が非線形解析 による結果で ある。非線形,線 形
を問わず深 さが10m程 度 まで はほぼ直線 的に τmax/αma、の値が減少す る。表層 のS波 速度 を
VSO・加速度 波形の卓越周期 をToと する とき,地 盤 を線形 弾性 体 と考 える と,深 さがVsoTo


































































































































































































































































































































































































































発生す る深 さは10m程 度 ま
での浅 い表 層内で あ り,深 さ
が増す につれてεmaxの値 も減
少 して い く。 同図 中 には式

























間に大きな差 が認 められな くなることがわかる32)
いま εmaxの深 さ方向分布 の最大値 を'Ema.とすれば,こ の値 は地盤の特性 に よる影響 を大 き く
受 けるもの と考え られ る・以下で㌔axと地盤特性 との関連 について考察す るが,地 盤特 性を表
わす指標 として何 を選ぶかが問題 になる。ある地点で観測 され る多数の地震記録の スペ ク トル
26)に対 し平均操作 を行 な うと
,そ の地盤 に固有な周期特性が明 らかにな ると言 われているか ら,
地表面で得 られた加速度記録 の卓越周期 をその指標 と して用 いるこ とにす る。 しか し,地 震動
の中 には周波数特性 が時間 とともに変動す るよ うな もの もあるか ら,27)最大せん断ひずみを取 り
扱 う場合,全 記録 時間での卓越周期 を用 いたのでは地盤のせん断震動特性 を表現 し得 ない場合
もあると考 え られ る。 したがって,ひ ずみの最 大値 が発生 する時刻の前後6秒 間での地表加速
度記録 か らその卓越周期7を 読み取 り,こ れ を地盤の特性 を表わす指標 として用いた。図6.15
は εm。x/αmaxをTに対 して プロッ トした ものである。○印 は線形解析 の結果 であ り,● 印は非
線形解析の結果 である。 ここでの解析 に用 いた加速度記録 の範囲では,線 形,非 線形 を問わず















































































































か る。 また,非 線形解析 によるもの が線形解析
結果 よ りも常 に大き く,前 者は最大で後者 のお












最大振幅 は土の動的な応力～ひずみ関係 の設定結果に大 きく左右 され る。
㊥ 応力 ～ひずみ関係の非線形度 を表 わすパ ラメータである αの値 を,こ れ まで強震記録 の得
られ たわが国の地盤 を対象 にして,1V値やS波 速度 の値 か ら推定す る と,い ずれ の場合 もこの
値 は地表面近 くで2000～4000程度の値 を取 り,深 さとともに減少す る傾 向が見 られ る・
Gii)非線形解析 において も τmax/αm。.の値 の深 さ方向の分布 は,浅 い ところでほぼ直線的 にな
る。
㈲ この解析 に用 いた強震記録 か ら求 まるひずみの深 さ方 向分布 の最 大値 を地表面の最大加速
度 で除 したものは,線 形解析,非 線形解析 によらず1.5秒程度 以下 の卓越 周期 をもっ地 震 で
は,そ の上限 は1.2×10'5(sec2/㎝)程度 である。
以上本章で得 られた結論 を述 べたが,こ こでは減衰 に関 しては考慮 を加 えなかった。地盤 の
非線形震動性状 をさらに詳 しく研究 するためには,非 線形減衰 を考慮 した解析 を行なわなけれ
ばな らない,さ らに進 んで履歴特性 を有す る応力 ～ひずみ関係 を用 いた解析 を行 なっていかね
ばな らない。
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第7章 結 語
本研究 は地震時 にお ける地盤の動的 な挙動 を明 らかにすることを主眼 として,地 盤 内 を伝播
する非線形波動 の特性 について種々の観点か ら検討 を加 え,地 盤 を構成 している土の構成関係
の設定いかん によって,波 動の伝播形態 がどの ように変化 す るか を整理 し,非 線形挙動 をす る
表層地盤の震動特性 を解析す るための方法論 を確立 しようとしたもので ある。
一般 に表層地盤 を構成す る土は地殻 を構成 している物質 に比べ,か な り軟か くかつ固体 と流
体の2相 か ら構 成 され ているこ とが多いか ら,こ のよ うな物体中を伝播す る波動特性 を明 らか
にするには,よ くま とま った形 に完成 されている線形波動理論 を準用す るだけでは,十 分 にそ
の特性 を表現できない場合 が生ず るもの と考 え られる・特 に,軟 弱な地盤層 上に長大な構造物
が施工 され るような昨今では,土 の動的な非線形挙動 を考慮 した表層地盤の震動特性 を解明す
るための解析手法 を確立す るこ とは,耐 震工学 を研究 する者に とって早急 の課題で ある と言え
る。
以上のよ うな観点か ら,著 者 がこの数年来実施 して きた研究 をと りまとめたのが本論文であ
るが,い くつかの新 しい理 論的解析 手法,実 験 的手法 を用 いるこ とによ り,地盤 の震動特性 を
解明す る上での有益 な資料が得 られた もの と考え られ る。研究成果 については各章の結論の と
こ ろで詳 しく列挙 したが,以 下 その概 要を含 めて本論文の内容,成 果,問 題点・今後 の課題等
をとりま とめて本論文の結語 とす る
第1章 では本研究 の位置づけ と方向 を明 らかにす る とともに,関 連す る学問分野の歴史 と最
近の研究成果 につ いて概観 した。
第2章 では,土 の2相 性 が波動の伝播形態 にどのよ うな影響 を与えるか を明 らかにす る目的
で,土 を流体 で飽和 され た多孔質弾性体 と考え,こ の ような物体中 を伝播す る単純波の伝播形
態について考察 を加えた。まず弾性相 と流体相 か らな る2相 混合体 の運動方程式 をラグランジ
ェ密度 関数 を用 いるこ とに よ り基準座標系 で表示 した。つ ぎに,こ うして得た方程式系が全双
曲形 になるた めの条件 を求 めた。この場合 には単純波解 が存在す るので・その伝播形態 につい
て調べた。その結果,2相 系 を伝播す る単純波は・正 な らびに負の方向 に伝播す る波動 を1組
の もの と考 えれ ば,4組 存在 し,そ れ らは2組 の圧縮波 と2組 のせん断波動か ら構成 されてい
るこ と,な らびに波動の伝播形態 は2種 類で あ り・ 円偏 波 と平面偏波か ら構成 され てお り・前
者 の形 で伝播 するのは弾 性体中 を伝播 す るせ ん断波 の1組 であ り・残 りの3組 は後者の形 で伝
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播す ることを明 らかに した。平面偏波の場合に は,適 当な条件が与 え られ ると,流 体相 と弾性
相 中を伝播する圧縮波 はせ ん断変形 をともなわずに伝播で きるが,弾 性相 中 を伝 わ るせん断波
は流体相 あるいは弾性相 に体積変化 を発生 させるか ら,平 面偏波形のせん断波 は単独 に存在で
きないことを示 した。 また円偏波 の場合 には,境 界上で圧縮ひずみがゼ ロであればせん断波が
独立 に伝播で きることも同時に示 した。 さらに各波動の伝播速度 をひずみの関数 として表現 し
た。なお本章では波 が伝播す る媒質 を保存系 と考えているので,内 部減衰機構 は考慮 され てい
ない。内部減衰 のある場合の単純波解の存在条件が ど うなるかについては今後の課題 として残
されている。
第3章 も土の2相 性 に着 目した研究であるが,本 章 では2相 混合体中 を伝播 する不連続面の
性質 について考察を加えた。特 に波面 を横切る方向の2階 の微 係数 に不連続性 を有す る波動 を取
り上げた。これ は加速度波 と呼ばれ ている。2相 系 の構成 関係 はNaghdi等が提 案 した もの を
用 いた。不連続面の伝播形態 は基準座標系 で取 り扱 う方が,そ の表現形式 が簡単 にな るので,
揚 の方程式は基準座標系 に変換 した もの を用 いてい る。 まず加速度波 の振幅 に関す る一般的 な
性質 を基準座標系で表示 した後,構 成 関係 に速度勾配 が含 まれ る2相 混合体中 を伝播する加速
度波の存否 について調べ,特 殊 な条件 下では加速度波 が伝播で きるこ とを示 した。また2相 系
を伝播す る加速度波は各相 を独 立に伝播 できること,構 成関係 に相対速度が入 る場合 には,加
速度波 の伝播条件 から相対速度 の応力 におよぼす影響 は2次 以上 のオーダーになること,な らび
に伝播する波動の数 は各相 に3組,合 計6組 の波動が存在 するこ とな どを明 らかに した。 さら
に,2相 系 を伝播す る加速度波 の振幅 を支配す る方程式 を求 め,一 定 方向へ伝播す る加速度波
の振幅 の時聞的挙動 を調べた結果,時 間がたつ と振幅 が増加 し発散 す る場合 と,時 間 とともに
減 少 し滑 らかな波動へ と遷移す る場合 とがあることを示 した。なお,拡 散力 と温度 の振幅にお
よぼす影響 は非常 に大 きく,両 者 の効果はほぼ同等 であることを明 らかに した。
以上述べてきたよ うに本章では2次 の不連続面のみ しか取 り扱 つていないが,1次 の不連続
面である衝撃波の伝播形態に関す る研究 は今後 に残 され た課題 である。また地殻のず り破壊な
どによって発生す る波動現象で は波動 の発生源 か ら遠 ざかるにっれ て不連続の強度 は弱 くな り,
しだいに滑 らかな波動へ変換 してゆ くはずであるが,こ のよ うな不連続 性の高 い波動 か ら低い
波動への遷移 現象 の解析 も解決 しなけれ ばな らな い問題 の1つ であ る。
第4章 では地盤 のよ うに多層構造 をもつ媒質中 を屈折や反射 を繰 り返 しながら伝播す る非線
形 調和波動 につ いて論 じた。前2章 では土 の2相 性 に着 目 し単層の媒質中 を伝 わる単調 な非線
形波動解 を求めた が,土 の2相 性 を考慮 して非線形調 和波動解 を求 めるこ とは非常に困難で あ
るので・本章では土の動的応力 ～ひずみ関係 の非線形性 のみ に着 目 した。水平な成層 地盤 を対
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象 とし・基盤層からSH形 の調和波 動 が入 射 した ときの表層地盤の波動伝達特性の解析的 な表
現形式 を求 めた後,土 の動的応力～ひずみ関係の設定いかんによって,表 層の波動伝達特性 が
どのよ うに変化す るかを明 らかに した。使用 した土の動的応力 ～ひずみ関係 は,履 歴特性 を有
す る要 素 を等 価線 形化 した もので あ り・せん 断弾性係数 な らびにせん断粘性係 数が,ひ ず
み振幅 の関数 と して表わ され るよ うな ものである。比較 のた めに用 いた要素 はBi-linear,
Jennings,Hardin形の3種 類 である。 まず数 値解 の安定性 につ いて考察 を加 えたの ち,一定
加速度 入力 のものとでの波動伝達特性 について調べた。この結果,Bi-linear形の履歴 減衰は振
動数が高 くなるにつれ て小 さ くなるこ と,Jennings要素の特性 を決定する2つ のパラメータの
うちの1つ であるrが 大きくなると,Jennings形の履歴減衰 は振動数 が高 くな るにつれて小 さ
くなるこ と,ま たも う1つ のパ ラメー タαのわずかな変化 によって地表面の加速度応答倍率 か
ら求まる共振 点は大 き く低周波側へ移動す るこ とな どがわかった。 またHardin形の場合 には,
減衰定数 の非線形度パ ラメータ αζは,地 表面の加速度応答倍率 か ら求まる共振振動数 に影響
を与 えな い こ とも判明 した。 さ らに,入 力の強度 が増加す ると地表面の加速度応答倍率 が減
少 し共振 点も低周波側へ移動するこ と,地 盤内に発生す るせ ん断ひずみの分布形は入力強度の
増大 にともなってかな り変化す るが,せ ん断応力の分布形 はあま り変動 しないことも明らかに
した。なお地盤 の不 均 質性 がこれらの分布形にお よぼす影響 について も検討を加えた結果,不
均質性地盤 内のせん断ひずみの分布形 は均質 と仮定 した ときのもの に比べてかな り異なった も
のになるこ とが確認できた。
以上述 べてきた ように,本 章 における研究 を通 じて,土 の動的応力 ～ひずみ関係 の設定 が表
層地盤 の震動特性 に及ぼす影響 をかな り詳 しく捕 えるこ とができたが,本 解析手法は基盤層か
ら定常な調和波動が入射 し,表 層地盤 内を同 じ周波数の強制波動が伝播するとして解 の表現形
式 を求めた ものであ って,解 の安定性 に関す る考察 はほとんど行な っていない。また,高 調波
や分数 調波動の伝播 問題 も今後解明 しなけれ ばならない問題の1つ である・なお・地震波のよ
うな非定常非調和的 な波動 に対 して本章の解析手法 を適用す るためには地盤 内に発生 して いる
ひずみの大き さを表わす指標roの 決 定法 が問題 にな るが,こ れ は今後 に残 され た課題 で あ
る。
第5章 で は砂 質地 盤 中 を伝播 す るS波 速度Vsの応力依存性 について実験的考察 を加えてい
る。本章で取 り扱 った波動 は微 小振幅S波 であるか ら・これ までの章で考 えて きた非線形波動
とは異な った ものであるが,媒 質が過去に受 けた履歴によってV.が どの よ うに変化 す るかを
調 べるのが 目的 であるか ら,広 義の意味で非線形状態下 での波動問題 を取 り扱 ったもの と考え
るこ とがで きる。実験装 置は三軸 試験装置 と超音波発生装置 とからなってお り・ひずみ制御圧
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縮あるいは伸張試験 を行 ないなが ら,各 せ ん断段階で砂供試体 中 を透過す るS波 形の超音波パ
ルスの時間遅れ を測定す るこ とによって伝播速度 を決定 した。 この結果,等 方圧縮時 のせん断
波速度 は有効拘痢 王の%に 比例 す るこ と,異 方 向応力 を受 ける飽和砂 中のせ ん断波速度 は強
い応力依存性 を示 し,主 応力比 σ1/σ3が2より大き くなると,平 均有効主応力の変 化だけでは
説 明のできないVsの変化 が生 ずるこ と,σ1/σ3が2以下 で繰 り返 し載荷 を行 なった場合 には,
ほぼ弾性的 な挙動 を示 し,除 荷によってVsは最初 の値 を回復す るが,σ1/σ3が2以上 の場合
には,除 荷 によって う が最 初の値 まで回復 され ないこ とな どが明 らかにな った・ これ らの実
験結果 を考慮 して,実 地盤 内での 恐 の推定式 を示 した。 また土粒子 が最 も活発に滑動 す る と
考 えられ る潜在すべ り面上の垂直応力 σ刀とせん断応力 τの比 τ/σ〃があ る値 よ り小 さければ,
ろ の等 方圧縮状 態 からのずれは伸 張,圧 縮の両側 にわた って統一的 に表現 で きるこ とを明 ら
かに した。
この研究 によ り伸 張,圧 縮のかな りの応力領域にわたる 称 の挙 動 を推 定 す るた めの基本的
資料が得 られた もの と考 え られ るが,本 実験 では ろ に及ぼす 間げ き比や中 間主応 力 の影 響 に
っいて調 べることができな かった。今後,こ れ らの影響 を考 慮 した実験 を実施す る必要 がある。
第6章 では,こ れ までに得 られている強震記録 を基に して地盤内の震動特性,特 に地盤 内に
発生す るせ ん断ひずみな らびにせん断応力 の大 きさについて考察 を加 えた。地表面の記録か ら
地盤内の震動分布 を推定 するために,解析 は特性 曲線法 を用いて行なった。解析 に用いた土の動
的応カ ーひずみ関係 は双曲線形 の ものであって,せ ん断弾性係数 がひずみの関数 となるよ うな
ものである。 まず数値解 の安定性 について調べた後,応 力～ひずみ関係の非線形度 パ ラメー タ
の選定が地盤 内 に発生 す るせん 断 応力やせん断 ひずみの分布形 に大 きな影響 を及ぼすこ とを
明 らかに した。っ ぎに,強 震記録 の得 られ た我国の地盤 を対象 として,こ の非線形度 パ ラメー
タを・N値 やS波 速 度 の値 から推定 した・この結果,こ の値 は地 表面近 くで2000～4000程
度 の値 を取 り深 さとともに減少す る傾向の あることが明 らか にな った。 この値 を用いて地盤の
震 動解 析 を行 な った結 果,非 線 形性 を考慮 した解析 では,線 形 の揚合 に比べて,せ ん断ひず
みは大 きくな り・せん断応力 は減少す るとい う結論 を得た。 また地盤 内に発生 している最大 せ
ん断応力 を地表面 の最大加速度 で割 った値 は,地 表面下10m程 度 までは,ほ ぼ直線的な分布
をす るこ と・地盤内 に発生す る最大ひずみ分布 の最 大値 を地表面の最 大加速度 で割 った値は,
線形・非線形解析 のいずれ の場合 も,L5秒 以下の卓越周期 を もつ地盤 ではその上限が1.2×
10'5(sec2/cm)程度 になるこ とが明 らかにな った。
以上本章における研究 を通 じて,地 震時 の地盤内に発生す る応力や ひずみの大 きさについて
の知見が得 られ たが,本 章 での解析 には土の動的な履歴減衰特性は考慮 され ていない。地震 の
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強度 が大 き くな るにつれ て土要素の履歴減衰 は大 きくなるはずであるから,こ の影響 を加味 し
た震動解析 が今後 なされなければな らない。
本論文 の概要および地盤 内 を伝播す る非線形波動の伝播特性 を解 明するために有用 と思われ
る研究結果の記述 は以上の通 りで あるが,地 盤の合理的 な震動解析手法 を確立するためには上
述 した ように引 き続 き解決 されねばな らない事項 も多 く,今 後の研究 に待つ ところが大きいと
いわねばな らな い。本論文が この方面の研究 を進める上で資するところがあれ ば幸 いである。
最後 に本研究 を遂行す るにあた り終始 ご指導 ご鞭健賜わった京都大学教授後藤尚男先生,柴
田 徹先生,本 論文の内容 にっいて種 々ご討議いただいた京都大学助教授土岐憲三先生 に深甚
な謝意 を表 わす次第で ある。 また第2章 の内容 について討議いただいた京都大学助教授小林昭
一先生,第3章 の研究 を進 めるにあた りご討議 いただいた京都大学教授徳 岡辰雄先生,第5章
の実験 を実施 するに際 してご協力 いただいた当時の京都大学大学院生の酒井和広君 にも謝意 を
表わす次第であ る。
なお,本 論文 の数 値計算 は京都 大学防災研究所 防災科 学資料 センターFACOM230-25,京都
大学大型計算機セ ンタ ・ー一FACOM230-75によった ものであることを付記する。
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